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ステイトとネイション(2 ) 
一一近代国民国家と世界経済の政治経済学一一

佐々木隆生
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93.国家と社会の分裂，あるいは国家の疎外

旧き市民社会の不安定性

中世ヨーロッパ世界は，フランク王国成立の

5世紀やカロリンガー朝成立の8世紀にはじま

り15世紀のチューダー朝イングランドや16世紀

末のブルボン朝フランスの成立を含み，長く見

て10世紀以上にわたる。この世界は 1世紀に

及ぶ、時聞が「いばら姫」の眠りの時間であった

のに象徴されるように変化の乏しい時代である

とも観念されるが，その実，安定したとは決し

て言い難い世界であった。不安定とそれに伴う

変化は，一部はこの世界がもっ内的緊張に，一

部はそこに加えられた種々の力によって生じ

た。その結果として，ステイトとしての国家が

/レネサンス以後の時代に姿を現してくる。前節

で官した無謀さを繰り返すことになるが，この

多くのエピソードを含む，長期の，緩急いりま

じった変化に富んだ過程を概観してみよう。

何よりも先ず，中世ヨーロッパの統治・支配

システムが極めて不安定な構造をもち，内的緊

張にさらされていたことに注目しなければなら

ない。「纏れた網」は，それ自体の中に纏れを直

そうとする幾つかの諸力の作用を含んでいた。

第 1に，自由人の自力救済権の上にある社会

は，すでに述べたように安定的なものではない。

フェーデは，それが限定的戦争である限り種々

の影響を社会に及ぼしたが，時に，それは，係

争状態にある個々の当事者のみでなくジッペ相

互の闘争に発展し，幾年にもわたる同一地域で

のフェーデが地方を荒廃させることすら生じ

た。封臣が領主に従って戦うことが法的に承認

されなかったイングランドでは，フェーデ

(feud， quarrel)は根絶されなかったが合法的に

はならなかった 1)。それに対して，ゲルマン社会

の伝統から，フェーデが明確に合法的であり，ま

た封臣が主君に従ってたとえ王に対してであれ

戦うことが合法的とされた大陸では，フェーデ

は絶えず、存在し，規模も大きく期間も長くなる

傾向をもった。 11世紀のブルゴーニュの2家の

間の闘争は30年間続き， 13世紀末から1335年ま

で続いたアワン(Awan)とワノレー(Warous)両家

の闘争はリエージュ地方を破壊したという 2)。

こうして，自力救済権の暴力的発動を制限し，

領域内の平和を確保することが，領民からも領

主からも求められることになる。イングランド

1) Maitland (1950 [1908J)， pp.161-162 (邦訳， pp.216 
217) .イングランドでも裁判決闘は存在したし，フ
ェーデも存在した。だが，領主の家臣，つまり再授

封を受けた自由人でも国王に直接軍事奉仕義務を負

っていたこととも関係して，フェーデが公法的権利

として認知されなかった。つまりフェーデは「私戦

(private war)Jでしかなかった。このことは，イン

グランド王権の特殊性，さらにはイングランド的な

「旧き市民社会」の特殊性をよく現すであろう。

2) Olivier-Martin (1951 [1948J)， pp.134-135 (邦訳，
pp.205-206) . 
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では，すでに述べたように，ノルマン・コンク

エスト後の強化された王権下でのレーエン制が

これを抑止したが，大陸では，教会や領主・王

がフェーデの禁止や制限を試みた。先ず，教会

が「神の平和」によって非戦闘者を保護し，聖

堂，粉挽場など共同体全体にかかわる空間での

戦闘を禁じ， r神の休戦Jによって日曜日など神
聖な日や一定期間の戦闘を禁じようとする。王

や領主もこれに続いて，非武装自由人，つまり

都市市民や農民のブエーデ権を禁じ，さらに夜

襲や放火などを禁じ，王権が介入しうるような

罰令を平和令の形式などをとって立法化してい

った 3)。それでもフェーデを非合法化すること

はできなかったし，王権の弱体，不輸不入特権，

レーエン制や教俗両権の対抗などによって権力

の凝集力が低下している場合には大規模な戦闘

を阻止することはできなかった。圏内平和，領

域内平和，域内平和を実現するためには，権力

の集中・系列化が必要であった。

第2に，レーエン制は，一方では，王が不輸

不入特権をもっ伯などの貴族の勢力に対抗する

ため，また自力救済権が合法的な社会の緊張を

解決するために生じたが，他方では権力の重層

的配置，凝集力の低下をもたらした。しかも，

時代とともに自力救済権を有する自由人の範囲

や権能が変化していったとしても，自由人の権

力を土台に，王が慣習と人民の意志に規定され

る国制，つまりミッタイスが人民的国制(Volk-

sverfassung) と呼んだシステムが存在し続け

た4)。王がその義務を果たし得ない，もしくは慣

3) Ibid.， pp.135-137 (邦訳， pp.206-209). Mitteis 
(1988[1949J)， pp.190-195(邦訳， pp283-291)， pp. 
226-228(邦訳， pp辺8-332)，pp.300-306(邦訳， pp. 
422-431) . 
4) Mitteis， ot.citリ pp.34-33(邦訳， PP49-50)を参照さ
れたい。そこで，ミッタイスは「王制もまた人民的
国制の一部であり，君主制と共和制との聞には何ら
の対立もなかった。・・・自己の世襲カリスマ王家の
それと並んで主張しようとする貴族達の動きは，の
ちに深刻な緊張関係を生み出すに至った。王位を獲
得せんとする，またしばしば国王に反抗しての貴族
の戦いは，現代の始まりに至るまでヨーロッパ諸国
の運命を決定してきたのであるJ，と述べている。

習に違反するような場合には，自由人には反乱

権があると観念され5)またそれを実行するに

相応しい政治力と武装力を有する貴族も形成さ

れていた。王権は弱体となりえたし，また王が

人民あるいは貴族から弾劾される場合には反乱

が合法化されうる状態にあった。同時にまた，

有力貴族が相争う可能性も無論存在した。権力

の重層性は権力の安定的組織化を意味しなかっ

たのである。

中世における王は，一般に，神への媒介者で

あり，王国内の平和の保護者であり，豊かな収

穫の保護者であり，軍事における最高指揮者で

あった。それに基づいて，王は，民会や議会を

召集し，その意志に従い，あるいは無視して，

罰令(imperium，Bann， ban)などの形式で立法

を行い，国王裁判権を行使し，課税を行った 6)。

また，王は，封建領主としての自身の所領の他

に王に固有の王領を有し，貨幣鋳造権，関税賦

課権，河川利用権，鉱山採掘権などの高権

(Regalien， prerogative regalienne， royal pre-

rogatives)を有し，その義務の遂行のための財

政的基盤を有したり。このような王の義務と権

能の観念は中世社会で基本的に生き続けた。し

かし，よく見ればわかるように，王の義務を達

成しようとするときに， r纏れた網」が問題とな
る。平和の保護者であろうとすれば，その義務

と権能に基づいてフェーデを禁じ，領主，封巨

の裁判権や民会のそれを剥奪して一定領域一円

5 )王の法的地位や王の廃位，反乱権については， Mait-
land， ot.cit.， pp.100-105 (邦訳， pp.131-141)を参照
されたい。また， 1 -~2の脚注40で参照したマルク・

ブロックの叙述も見られたい。
6 )王の責務と権限については， Maitland， 0)う.cit.，pp. 
54-105(邦訳， pp.75-141)， Olivier-Martin， ot.c札
pp.38-44(邦訳， pp.61-69)， pp.202-239 (邦訳， pp. 
309-362)， Mitteis，。ρ.cit.，pp.34-36 (邦訳， pp.49-
50)， pp.63-70 (邦訳， pp.98-107)， pp.144-154 (邦
訳， pp.225-238)などを参照されたい。
7)注意しなければならないのは，一般課税権が王権に
属さなかったことである。これは，脚注6の参照で明
らかとなる。貨幣高権などは，あくまで高権であっ
て，主権 (sovereignty)に属するものではなかった。
そもそも主権という観念が存在しなかったのであ
る。
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の裁判権を集中してゆく必要が生じる。あるい

は，封臣を組織化して網の纏れをなおさなけれ

ばならない。もし，王の権威が低下していると

すれば，大領主に抗して回復しなければならな

い。あるいは，誰かが王に代わって権力を確立

しなければならない。こうして，中世政治は，

安定した統治・支配システムを創出するための

諸勢力の絶えない闘争を抱え込むこととなっ

7ご。

第3に，領域一円の支配権の確立と権力の集

中・系列化が相伴う，このことが上から明らか

であろうが，中世ヨーロッパ社会における領域

Cterritorium， territory) とは，幾つかの意味
で，はなはだ不確実なものであった。そもそも

統治・支配システムは領域の上になく，人的結

合を基礎としていた。「人的結合国家 (Per-

sonverbandstaat)Jという表現は，ステイトとし

ての国家を規定に含むところから 11日き市民社
会jを描くには些か問題があるが，領域国家と

の対照で当時の国制を理解するには便利であろ

う8)。また，所有権の重層性の存在や共有地の存

在から境界というものが線を引くように明確に

存在したわけではなかった。そして，最後に，

ローマ帝国継承を除けば明確な領域支配の正統

性を欠いていた。したがって，属人主義に基づ

く疑似血統共同体に領域支配の正統性を求める

方法，つまり「フランク人の国jなどを強調す

る傾向が代わって存在したが9)それはなお困

8) Mitteis， op. cit.， p.32(邦訳， p.44).なお， ドイツの
中世史研究から，人的結合国家と領域国家の相違を

国家形成にとって決定的なものと認識し，日本での

国家研究に問題を早くから投げかけたのは，増田四

郎(1974)pp.378-385である。それは，ドイツの当時の

研究を反映して，未だステイトとしての国家と「旧

き市民社会」との区別をしていないが，領域支配原

理の確立を「近代国家の最も初歩的な粗型jとして

位置づけている点からして，またそれが法制史とは

別の歴史研究から生み出された点で貴重なものであ

る。

9 )法の属人主義については， Olivier-Martin， op. cit.， 
pp.14-15(邦訳， pp.23-25)，また初期王権の属人主義

については，ibid.， pp.38-42 (邦訳， PP61-66)などを

参照されたい。なお，法の属人主義が後退していっ

難であった。カロリンガー朝の成立時に，かつ

てのゲルマン的な属人主義的統治・支配システ

ムに代わって，諸部族を包括する一種の領域的

統治・支配システムが現れたが，人的結合自体

は些かも揺らぐものではなかった。その後，ル

イIが帝国を三人の子に分封し，それが基で帝

国がヴエルダン条約以来分かれたことによっ

て，またそもそも多様な疑似血統共同体である

諸部族をその中に抱え込み，その上ノルマン人

マジャール人の侵入や諸部族の植民，移住が繰

り返されたことによって，属人主義とつながっ

た領域支配の正統性は容易に確立されなかっ

た。諸王国の対抗がヨーロツパの中に宿命的に

組み込まれたのである。多分，このように領域

支配の正統性に問題が存在したこともまた，臣

従関係を軸とする人的結合が統治・支配システ

ムを支えることをもたらしたのであろう。だが，

人的結合は同時に権力の複雑な重層的配置をつ

くりだしもしたのであった。

なお，人的結合に関して言えば，封や領域支

配権が世襲財産となり，その結果，結婚や相続

によって領主が変わるという事態が存在したこ

とを忘れてはならない。アキテーヌの領主であ

る前フランス王妃がアンジュー伯でもあったイ

ングランド王と再婚して形成された英仏にまた

がるアンジュー帝国や，神聖ローマ帝国とスペ

インを含むハプスブワレク帝国の形成は，人的結

合による領域支配の変転をよく現している。こ

のように人的結合の変化によって容易に領域支

配者が変更されるという事態は，領域支配自体

を極めて不安定にする。そもそも，領域支配権

の移転・譲渡は領域支配の安定に反するが，加

えて，相続に関連した領域支配をめぐる闘争が

容易に惹起されうるからである。

こうして，人的結合によって支配を正統化し

ようとする試みは，有利な契約関係を求める力

ても王国が人的結合を基盤とすることは，ハプスブ

ルグ帝国の形成に見られるようにステイトの誕生ま

で残ったし，法が団体主義に基づいて分裂したこと

も忘れてはならない(1 -2，脚注34を参照)。
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の作用を利用した諸候間の闘争や相続などに関

係した領域支配への請求権をめぐる闘争を生み

出す。しかも，闘争の舞台が「摂れて縫れた網」

の中にある限り，それは種々の形で教権と俗権

の，また教皇権と王権，皇帝権と領邦権力の聞

の闘争を伴うことになった。振れて束ねられた

纏れた網は，領域支配とそこでの権力の集中・

系列化を求める絶え間ない闘争を自身の中から

生み出したのである。イングランドとフランス

では王が， ドイツでは帝国等族である諸侯が，

イタリアでは都市と諸侯が，自己の支配領域で

権力を集中もしくは系列化していったのは，長

い闘争の末のルネサンス以後であった。

中世盛期の経済的衝撃

以上に見たような中世社会の統治・支配シス

テム自体の内的な緊張関係に加えて，種々の諸

力が歴史に登場し，内的緊張関係は敏感にせよ

鈍感にせよ，それらの諸力が加えた圧力に反応

した。イスラム圏との対抗，蒙古の侵入など非

ラテン的ヨーロッパ世界との衝突，マジャール

人やノルマン侵入などヨーロッパ世界内の変

動，ペストの流行，ローマ法の継受やスコラ学

から始まる古典古代世界への接近などの文化的

変動，農業生産力の発展や貨幣経済の展開など

の経済的変化，海上交易の復活と拡大，軍事技

術や戦争の変容など，そのリストをあげればき

りがないであろう。そうした諸力があってはじ

めてルネサンス以後に領域的主権国家の原型が

生まれてきたのである。

そのような諸力が大きく中世社会に作用しは

じめたのは，非ヨーロッパ世界の脅威からヨー

ロツパが解放された10世紀末以後， 13世紀にか

けてであった。なかでも，経済的条件の変化は

中世社会システムの原型ともいうべきカロリン

ガ一期社会の枠組みを根底から崩す諸契機を内

包していた。

10世紀末になってヨーロツパが，外からの圧

力からのがれうるようになったことこと自体，

非常に重い意味をもっている。ピレンヌによっ

てはじめられたヨーロッパ中世社会の説明を回

/顧すれば，それは明らかである10)。イスラム圏に

よって包囲され，土地が生計の唯一の源泉とな

ってしまったヨーロッパは，ヴ、エネチアが10世

紀末にアドリア海東岸に覇権を確立し，ついで

11世紀はじめにサルディニアを獲得し，十字軍

の時代には地中海の制海権を手中にした。そし

て， I海上商業の復活は，最初から内陸への急速

なる浸潤を伴った。ただ農業が，その生産物に

対する需要によって刺激され，またいまやその

組織を一変せんとする交換経済に入っていった

ばかりでなく，新しい輸出工業が発生したJl!)の
である。商業の復活，それに伴う商品交換の大

規模な開始は，そもそも農業経済に立脚したゲ

ルマン的な封建制の前提に抵触せざるをえなか

った。

商業の復活は，海上交易の復活によってのみ

導かれたわけではない。確かに，海上交易の復活

は，ヨーロツパ全域を国際分業の中に放り込み，

未だ重商主義的保護を知らなかったヨーロツパ

に効率的生産をもたらしたが，基本的生産力の

上昇がなければ効率的生産といえども経済発展

を導きうるものとはならないからである 12)。こ

の点で，注目しなければならないのは，三圃制

農業の普及と人口増大である 13)。ヨーロツパ農

業をあまりに単色で塗りつぶ、すことはもちろん

できないが，カロリンガー期から既に一部の地

域で採用されていた三園制農業の普及は，有床

翠などの農機具の開発とあいまって農業生産

力，殊に穀物生産力を二圃制農業に比して約30

10) Pirenne(1963 [1933J). 
11) Pirenne， 0.ρ.αft.リ p.28(邦訳， p.42). 
12)比較生産費原理に見られる効率の上昇は1回限りし
か有効でない。したがって，基本的経済発展は基本
的にその経済内部の生産力の上昇に基づくのであ
り，それは比較生産費原理とは別の国際貿易の利益
を誘導する。この点に関しては， Pasinetti (1981) ， 
pp.245-276 (邦訳， pp.289-326)， do， (1993)， pp. 
148-176を参照されたい。
13)ピレンヌの問題提起に応えつつ，農業生産力と人口
増加に注目して中世農業社会の転換をよく描いたの
は，周知のように，増田四郎 (1974)である。
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%押し上げたω。その結果，余剰生産能力が，特

産物生産可能性の拡大と併せて貨幣経済を呼

び，領地経営から見ても賦役労働や封建賦課金

に依存しない支配が効率的となった。

農業生産力の上昇は，当然のことながら人口

増大をももたらした。ヨーロッパの人口は，西-

中部ヨーロッパ地域では11世紀はじめから1340

年に1，200万人から3，500万人余に約3倍増加し

たω。この人口増大は，ヨーロッパに多くの農地

開発，植民をもたらしたが，そうした新しい経

済領域の形成は，入植農民の自由農民化を伴っ

たし，また過去の領主的支配からの部分的解放

を伴った。そして，特に無主地である森林が開

発されて植民が進んだ場合には，レーエン制と

関係をもたない土地所有，自由地所有が生じた。

こうして，特に西・中部ヨーロッパ農村部でトは，

賦役労働隷農の自由農への転化，賦役荘園の解

体，地代の金納化が生じた16)。

農村部での変化と商業の復活は，著しく都市

に影響を与え，それはまた農村部の貨幣経済を

刺激した。ヨーロッパの都市は， 12世紀から13

世紀にかけて飛躍的に創設された。海上交易か

ら離れた中部ヨーロッパでさえ， 13世紀には飛

躍的に都市建設が行われたヘ中部ヨーロツノf

での都市の増加は，それが地中海から隔たった

地域で生じたことからも，農村部での変化と関

係していることを指示する。イタリア都市を中

心とする地中海交易圏，ハンザなど北欧交易圏

は，こうして，内陸部諸都市とそれらをつなぐ

大市などと関係をもち，中世ヨーロツパ「世界

14) Rosener(1994)， p.56 (邦訳， p.86).レーゼ、ナーの叙

述は，これまでの農業史研究ばかりでなく，中世史

研究一般にも目配りがゆきとどいたものであると同

時に，ピレンヌと同様にヨーロッパ全域を包括的に

対象としている労作であるように思われる。

15) Ibid.リ pp.48-49(邦訳， pp.77-78). 
16) Ibid.リ pp.49-53(邦訳， pp.78-84)， pp品 64(邦訳，
pp.88-96)， Olivier-Martin， op. cit.， pp.253-256 (邦
訳， pp.380-386)， Mitteis， op. cit.， pp.201-205 (邦
訳， pp.298-303)， pp.212-214 (邦訳， pp.311-314)， 

Pirenne， op. cit. pp.56-71 (邦訳， pp.84-106). 
17) Braudel(1979-3) ， pp.74-77(邦訳， pp.llO-115). 

経済 (economie-monde，Weltwirtschaft) Jを
創りだしていったl九そうした世界経済は，もと

より市場社会の普遍性に基づくものともいえる

が1九同時に中世盛期の商業がいかに通過税な

どに悩まされたにしても，ピレンヌが言うよう

に，政治的障壁からくる保護主義的圧力からの

がれていたことにも注意する必要がある 20)。こ

うして，中世ヨーロッパの世界経済は拡大し，

商業路を結節する都市の拡大は，都市人口増加

を伴い，都市人口は14世紀には北フランス，フ

ランドルなどの地域では地域総人口の30%に達

し， ドイツでも中世盛期に総人口の10%に及ん

だと推計されている2~そして，都市と農村の交
流と都市人口拡大は，隷農の都市への流入をひ

きおこした。周知のように，農奴であっても都

市に身を隠して 1年と 1日居れば，領主の取り

戻し訴訟は不可能となり，市民身分を獲得でき

たからである。このため，土地領主は，農村部

での生産力を維持し，自己の収入を図る上でも

農奴，隷農を解放した。

このような経済的変化は，レーエン制，賦役

制，それに関係した土地所有制にひびをもたら

した。また，このような経済的変化に対応して

封の性格も変化していった。封は世襲化された

後には家産化され，次には売却譲渡の対象とな

っていった2九公法と私法の一体性を封建法の

解釈で補う努力の限界がやがてやってくる。つ

まり，私法的な，ローマ法的な解釈が次第に生

成してくるのである却。このような諸要因の働

18) Braudel， op.αムpp.74-79(邦訳， pp.110-118). 
19)市場社会が世界経済成立の契機を内包することにつ

いては，本論の「はじめにJ(前号掲載)p.106および
脚注4を参照されたい。

20) Pirenne， op. cit.， p.76(邦訳， p.1l3). 
21)増田(1974)，p.372o また Pounds(1973)，pp.252-

275， pp.343-365を参照されたい。

22) 1 -~2， p.121および脚注目， 54を参照されたい。

23)ローマ法の継受は，政治経済を含む中世社会総体の

もつ緊張の中でなされた。ローマ法は当初は教皇権

に対する皇帝権の擁護のために導入され，ローマ教

会はこれに激しく対抗したが，世盛期以後慣習の衰

え，慣習の覆いきれない領域の発生，ステイトとし

ての国家や商業社会の形成とともに，ラテン的キリ
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きの結果，イングランドのコピー・ホルダーや

ヨーマンリーの形成，イタリアでの分益小作制

の展開，中東ヨーロッパ地域での農場領主制な

ど，形態は異なるが土地の事実上の私有化に基

礎を置く土地所有関係が生まれていった。勿論，

私法的領域が生まれてきたと言っても，排他的

私的所有権の観念は容易には形成されなかった

し，こうした動きも直ちに近代的な排他的私的

土地所有を生み出したわけではない。私有化は

共有地にまで及ぶものではなく，三間制は，集

村形成，耕地強制などを不可避的に伴い，むし

ろ共有地を含む村落共同体の確立をもたらし

た。しかし，土地法と公法の融合，公的領域と

私的領域の一体には根本からひびが入り，それ

に伴って重層的所有と深く関連した権力の重層

性にも新しい局面が生じた。土地領主の権力の

後退と城砦領主や王，都市による裁判権の系列

化や一円支配が生まれてくるのである。

戦争の変貌がもたらした衝撃

経済の変化とともに，重視しなければならな

いのは，戦争と軍事機構の変容である。騎兵の

登場がいったんゲ、ルマン社会を再編したことは

すでに述べたが，軍役奉仕義務を中軸とした統

治・支配システムが採用された中世にあっては，

しかも権力の集中・系列化と領域支配の正統性

を求めて戦争が絶え間ない中世にあっては，戦

争と軍事機構の変化は直接的に統治・支配シス

テムの変化につながった。軍事機構の在り方は，

二重の意味で， 1旧き市民社会」の変容に根本で

関わらざるをえなかったと言えよう。

スト教世界全体で包括的に継受されるにいたった。
商品経済の形成とともに，ローマ法が意味をもって
きたことについては，たとえばOlivier-Martinが， 14
世紀以後， I今日好んで取引法(droitdes affaires)と
称せられる契約および債務の領域の殆ど総て」につ
いて慣習よりもローマ法が優先し，その結果取引関
係に関する統一性が生じたこと，またこれに対して
財産および人の状態，相続，夫婦財産法，親族取戻
に関する諸問題が純粋に慣習的なものと考えられた
ことを指摘しているのは興味深い (Oliver-Martin
俳 cit.，pp.427-428，邦訳， p.629)。

中世はフェーデを含めて絶え間ない戦争の時

代であったが，軍役奉仕義務を有する騎士を中

心に軍備が整えられて戦争が行われたのは前期

に属する。10世紀末から始まる変動の時代には，

同時に戦争も変わっていった。第1に，騎士封

を単位として軍備を整える制度は，ヨーロツパ

が農業に傾斜せざるをえなくなり，かつまたレ

ーエン制などの人的結合が強固な基盤をもって

いた中世前期に有効な制度であった2九貨幣経

済の発展はこの制度の基盤を掘り崩す。これと

並んで，相続などによる騎士封の分割は，軍役

奉仕義務の遂行が困難な騎士を生みだし，封の

売却が生じる。長子相続によって，騎士封が維

持された場合にも，今度は封をもたない騎士の

維持問題が生じる。一方では，兵も装備も貨幣

によって調達しうるようになり，他方では，こ

れまでの軍役奉仕義務に基づく土地領主などの

動員は，土地領主制の解体や定額地代価値の低

下によって困難になる。また，人的軍事奉仕に代

えて軍役免除金を支払う傾向が，特に戦闘が長

期化したり，外征の時には生じるようになる。伝

統的な封建上納金，相続料などに加えてスキュ

テイジと呼ばれる軍役免除金が1159年にイング

ランドのへンリーIIによって導入されたが，こ

れは封建軍隊の衰微の始まりを現している 25)。

騎士封も，それに対応して， 11騎士封Jという
直接的な計算方法によってではなく，例えば15
ハイド」といった土地の広さによって計算され

るようになり，さらに貨幣金額によって表現さ

24) Howard (1976) p.2 (邦訳，p.13).自由人が騎士として
騎馬，馬具，武具，従土などを準備するには，相当
の財産が必要であり，これがカロリンガ一期ゲルマ
ン社会に兵農分離を引き起こした。カール大帝は，
自由人が1頭の騎馬と馬具を用意する最低財産を4
フープェ (mansus，Hufe， manse， hide)，約40ヘク
タールに決めた。そして，農民フープェは3フーフ
ェ以下とされた。これらについては， Olivi巴r-
Martain， op. cit.リ p.53(邦訳， pp.82-83)， Mitteis， 
op. cit.， p.84 (邦訳， pp.130-131l， pp.108-109 (邦訳，
pp.171-173)， Rosener， op. cit.， pp.36-39 (邦訳， pp 
61-65)などを参照されたい。
25) Maitland，。ρ.cit.リ p.13(邦訳， p.19) 
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れるようになっていったお)。この延長上の長い

歴史を経て，恒常的なあるいは臨時的な税の導

入が軍隊を維持するようになるのである。

第2に，騎士封に基づく動員は，前にも述べ

たように 1年に40日というように限定されてい

た2η。また，この軍役奉仕義務の範囲をめぐって

対立的な解釈の余地が存在した。つまり，イン

グランドのバロンがノルマンデイで奉仕する義

務があるのか，といった問題が存在した。イン

グランドの王がノルマンデイー公であっても，

イングランドの騎士はノルマンデイー公の封臣

ではなかったからである 2ヘ人的結合に基づく

支配は領域支配をめぐる闘争を制約する性格を

もちかねなかった。封建軍隊のもつこのような

欠点を補うために，王は，自由人に対する古来

からの出陣令を生かそうとした。例えば，エド

ワード Iは， 1285年にウインチェスター法を成

立させ， 15歳から60歳までの自白人に恒常的武

装を命じ，必要に応じて動員しうるように試み

た29)。だが，こうした試みは，すでに封建軍隊の

基礎的社会条件が掘り崩された状態では困難に

ぶ、つからざるをえない。まして，外征時の自由

人徴集は難しかった。ヨーロツパ内において長

期の戦争が戦われるようになった時に，この限

界は志願兵制度や傭兵制度によって克服されざ

るをえなかった。100年戦争はイングランドとフ

ランスの国民的覚醒をもたらした戦争と言われ

るが，戦争を担ったのは傭兵であった。当の戦

場となったフランスで，フランス王のために戦

ったのは， ドイツ人，リエージュ人，アラゴン

人，ブルターニュ人等々であった30)。ただし，傭

兵の動員は緩慢であり，動員解除後の傭兵は武

力による略奪などを行って生活し，領域を荒廃

させかねなかった3九これに対応して，年金など

26) Ibid.， pp.157-158 (邦訳， pp.210-212). 
27) 1 -~2 ， pp.117-118および脚注39を参照されたい。
28) Mait1and， op. cit.リ p.275(邦訳， p.365). 
29) Ibid.， pp.276-278 (邦訳， pp.366-369). 
30) Olivier-Martin， op. cit.リ p.504(邦訳， p.762). 
31) Ibid.， p.504-505 (邦訳， pp. 762-763)， Howard， op. 

の金銭的な封や給料によって養われる志願兵が

求められるようになる3九つまり，職業的軍人が

誕生したのである。常備軍の導入の準備は，こ

うして整えられていった。イングランドではチ

ューダー朝でも課税の困難などで常備軍の導入

はできなかったが，フランスでは15世紀半ばに

は常備軍が登場した。騎士を中心とした封建軍

制は，将校などを中心とする軍隊の精神的な，

あるいは文化的な側面や，軍隊内の身分制には

長く影響を与えたが，次第に姿を消していった

のである。

第3に，軍役免除金などを原資に集められた

志願兵や傭兵にしても，戦闘の変化とともに騎

兵に依存するものから歩兵，砲兵を含むものに，

さらに歩・騎・砲の3兵種を有機的に組織化し

たものに変わっていった。外敵の侵入に対して

機動的に軍隊を移動させ，また戦闘するために

カロリング朝に生まれた騎士団，特にその後様

式化された重装騎士は，スコットランドやウエ

ールズの森に潜む土着軍と戦うのには有効では

なかった。長弓 Oong-bow)をもった歩兵が騎

士と共同して戦う必要があった。100年戦争中の

クレツシーの戦いでは，騎馬から降りた騎士と

長弓をもった歩兵を擁するエドワード凹の軍隊

が圧倒的に優勢なフランス騎士団を打ち破っ

た33)。歩兵の武器は，さらに槍 (pike，spear)や

矛槍 (halberd)を加えた。スイス傭兵やドイツ

傭兵 (Landsknechts)の主な武器はそうしたも

のであった。やがて15世紀末には，一方で歩兵

は火縄銃(arquebus)，マスケット銃で武装する

ようになり，他方で寄Ccross-bow)やカタパル

トに代わって砲兵に大砲が装備され，シャlレル

咽が1494年にイタリアに侵入した際には，歩兵，

騎兵，砲兵の3兵種が整って互いに連携する戦

闘が行われるようになっていた3410 軍事革命が

生じ，近代的戦争の原型が生れたのである。

cit.， pp.16-19 (邦訳， PP.33-37). 
32) Ibiムpp.504-505(邦訳， pp.762-763). 
33) Howard， op. cit.リ PP.11-12(邦訳， pp.25-28). 
34) Ibid.， p.19， p.20 (邦訳， p.37. p.38). 
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第 4に，中世前期の閉鎖状態から解放されて

海洋交易回路が富の蓄積にとって重要となり，

さらにまた非ヨーロッパ世界にヨーロッパが接

近していったときに，制海権が意味をもつよう

になり，海軍が生まれていったことにも注目し

なければならない。外洋海軍の戦備は，レーエ

ン制で調達しうる性格のものではなかった。そ

れは，武装商船の発展を基礎に，長期にわたっ

て艦上での生活を送ることのできる将校，水兵，

漕手などを徴集するシステムをもち，また大規

模な艦隊建造と艦隊保全，そのための技術や設

備の集積を可能とするような社会ではじめて可

能となるものであった3九たとえば， 12世紀に早

くも共和国財政で兵器廠を確立したようなヴェ

ネチアのような国で可能となるものであり，フ

ランス王も14世紀のヴアロア朝以前には海軍力

そのものをもつことはなく，ヴェネチア，ジェ

ノヴァなどの海軍力に依存したのである。

このような変化は，技術的にのみ引き起こさ

れたものではない。まず何より生産力の上昇と

貨幣経済の発展に基づく武装力の調達可能性の

増大に依存していた。その意味で，戦争の変容

は，経済的変容に深く関連していた。さらに，

同じように経済的変容に関連して，戦争の変容

は，王が軍役奉仕義務に替えたスキュテイジな

どの課税や関税などの経済高権の行使などによ

り支えられた。すでに戦争は王固有の領地と王

の封建領主としての領地からの収入や伝統的な

封建的上納金・賦課金などではまかない得ない

ものとなっていったからである。戦争は高くつ

いた。 15世紀の西ヨーロツパの戦費は国民所得

の5から15%の間で変動したとされるが，それ

は当時の生産力を考えれば途方もない圧力を軍

事財政にもたらしたであろう 36)。事実，それ故

に，新しい租税とともに公債が現れ， 13世紀に

35) Ibid.リ p.p.49-50(邦訳， p.77)， 
36) Braudel(1979-2) ， pp.472-474(邦訳， pp309-313). 
なお，この点に関して， Maddison (1995)が， 1880年
の国内総生産に占める政府財政規模を推計した結果
が参考になろう。それによれば，フランスは11.2%，
ドイツ(1881)は10.0%，イギリスは9.9%，つまり約

それは普及していった3九騎士の動員力やその

手腕よりも， I金が戦争を支配する (pecunia

nervus belli) J， I金がなければスイス人(傭兵)
はいない (pasd'argent， pas de Suisses) Jと

言われるようになったのであるお)。つまり，豊か

な富をもっ社会から，封建的収入ではなく租税

の形式で富を吸い上げ，武器，弾薬，艦船など

の装備と種々の兵種の将校，兵士を財政によっ

て集中的に調達することが，機動的な軍事的動

員や軍隊の平穏な解除を可能にしたのであっ

た。

国家の原型としての都市国家

中世盛期と呼ばれる時代から始まった経済的

な，及び政治的変化は， I旧き市民社会」に代わ

る統治・支配システムをもたらさずにはいなか

った。つまり，裁判権，立法権，軍事組織を集

中・系列化し，私的所有に結びついた私人とし

ての市民の上にそびえる統治・支配システムが

次第に誕生していったのである。

この新しい，後に人々がステイトと呼ぶ、よう

になった統治・支配システムの原型は，自治都

市，特にイタリアの都市によって生み出され

た39)。ステイトとしての国家論をはじめて世に

問うたのがブイレンツェのマキアヴェリであっ

たことは決して偶然ではないのである。都市は，

経済的，軍事的，政治的，宗教的な種々の理由

によって設立され，性格も規模も異なった。だ

が，そこにいくつかの最大公約数的な性格を見

出すことはできる。都市は，そもそも農業社会

10%である(p.65参照)。ちなみに，1880年当時の1人あ
たり GDPは， 1990年のドルに換算してフランス
$ 2，100，ドイツ$2，078，イギリス$3，556，これに
対して1820年にはそれぞれ， $1，218， $1，112， 
$1，736となる(pp.194-197)o15世紀以前にこれら地
域の1人あたりGDPがはるかに少なかったことは明
らかであり，それを考慮すれば5から10%という戦費
がいかに経済に重荷となったかが明らかとなろう。
37) Braudel (1979-2)， pp.462-465 (邦訳， pp.294-299). 
38) Howard，。ρ.cit.， pp20-35， p.36 (邦訳， pp.38-61， 
p.62). 

39) Braudel (1979-2)， pp.413-414 (邦訳， pp.223-226). 
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に基礎を置くレーエン制になじまないものであ

った。都市住民の資産はレーエン財であり本来

的に共同体財産である土地であるよりも，種々

の動産，無形財をはるかに多く含み，私的所有

が確立し，それに基づく交換が都市経済を支え

た。都市住民は，大商人であり，私的な土地所

有者であり，同業組合に所属する職人であり，

またそれらに雇用される人々であり，自由な経

済行為に専心した。彼らの聞には階級や身分の

差はあったが，そして対立も絶えなかったが，

封建的隷属はなかった。「旧き市民社会」の市民

に代わる新しい市民 (burgensis，Burger， bur-

gess， citizen)が生まれてきたのである。

都市は，多くの人々がょせあって生きる空間

であり，城壁や港湾などによって確定された領

域であり，商業のための市をはじめとして共同

の空聞を有し，また中世に記録されない年はな

いほどに大火災の生じやすい空間であり，そし

て戦闘が行われれば容易に破壊される領域であ

った。市民にとっては，都市は平和が維持され

るべき公共的な空間，共同体的空間であった。

こうした空間を守るために，都市は，最初は市

民の手による夜警や見張り番を置き，やがて職

業的な夜警や番人を雇用した。都市は，同業組

合内部の規律や慣習，法などとともに，市民都

市固有の立法を行い，仲裁裁判権を手にし，や

がて流血裁判権などの上級刑事裁判権を手にし

た。都市を防衛し，また都市の利益のために戦

う軍隊は当初は市民からなる民兵によって構成

されたが，その後，志願兵や傭兵が生まれてき

た時代には，市民からの租税と公債によって維

持される専門的な軍隊が創設された。そして，

都市の平和を維持するために集中・系列化され

た権力の執行は，一元的に都市君主や市参事会

の手に集中した。王や領主から特権が賦与され

ていた事情も手伝って，都市は，都市全体に及

ぶ立法，裁判，行政権を独自に，そしてある場

合には排他的にもち，独自の軍事機構をもつよ

うになった。さらに，多くの都市は当初封建領

主でもある都市君主を戴いたが，市民はこれに

対抗して誓約団体を形成して自治権を獲得し，

市民は自らの代表を市参事会に選出し，首長を

選んでいった。都市は，内部では抗争絶えなか

ったにせよ，外敵に対しては共同の利益を有し

て愛国心をもって当たった。こうして都市は内

外に対して権力を集中して，主権国家に接近し

ていったのである。都市の成立事情や歴史的・

地理的環境によって，また都市自体の発展状況

によって，ある都市は他の都市と同盟し，また

王や有力諸侯の保護下に入り，力ある場合には

一個の主権国家となった。ある都市は共和国と

して，ある都市は専制君主国として。

中世都市の規模は，今日の都市からすれば極

めて小さいが，当時の王国，諸侯国からすれば

決して小さなものではなかった。それでもその

規模には大きな差異が存在した。一般に， 14世

紀初期の都市人口は，大きいもので2万5，000人

から 5万人程度であった。これに達する都市は

ドイツではケルン，フランスではトウールーズ

とパリくらいであり，他の大都市は，ブリュー

ジュ，イーペlレ，へントなどネーデルラントと，

ヴェネチア，ジェノヴァ，フィレンツェ，ミラ

ノ，ボローニャなどイタリアに分布していた。

これらを除けば，いずれの都市も小規模で，

2，000人以下の極小規模の都市が，フランスの都

市の約75%，ドイツの都市の90%を占めた40)。こ

のような光景の中で， 10万の人口を擁したヴェ

ネチアとミラノは格別なものであった。皇帝の

支配から遠く，商業の復活の恵みを受けたイタ

リアの都市は，諸王国よりも早くステイトとし

ての国家に成長していった。都市の中でも光彩

を放ったヴェネチアは， 15世紀には数千人の貴

族 (nobili)，市民 (cittadini)，教会関係者を核

に10万余りの人口をもち， 1人当たり50から100

ドゥカート (ducat)に及ぶ、国民所得の上に， 75 

万ドゥカートの予算をもっていた。これに対し

て，ヴ、ェネチアの10倍の人口を擁する当時のフ

ランス王国の収入は100万ドゥカートにすぎな

40) Pounds， op. cit.， pp.348-353 
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かった4九軍事費と技術が戦争を左右するよう

になった時代には，この経済力はヴェネチアを

強固とするのに十分であった。ヴェネチアは，

地中海に帝国的支配権を確立し， トルコやイタ

リアの同じ諸国と戦ったばかりでなく， ドイツ

皇帝，ローマ教皇，フランス国王などを相手に，

また彼らの同盟を相手に戦い， 16世紀まで強国

の一つでありつづけた。

領域国家フランス

都市国家の後には，王権を強化したイングラ

ンドとフランスが， ドイツの帝国等族が支配す

る諸領邦が，またオランダ，スペイン，オース

トリーなどが領域国家として登場した。絶対君

主制の展開は，ステイトとしての国家が，都市

国家を越えて領域国家にまで及んだことを指示

する。特に，封建制の基盤であった広大な農村

部を抱えたフランスとイングランドが，緩慢で

あろうと，また王権の上昇と衰退の波動を繰り

返そうと主権的領域国家を形成したのは，ホー

エンシュタウエン以後の「神聖ローマ帝国Jが
皇帝を中心とした領域国家形成に失敗したのと

対腕してヨーロツパに大きな影響を与えた。ヨ

ーロッパ政治の中枢が，教皇のローマから始ま

り皇帝の中部ヨーロッパに至る軸から，西ヨー

ロッパ内部と，西・中部ヨーロッパ関係に移動

し，その後のヨーロツパ権力政治の構造を決定

したからである。

フランスの統治・支配システムの主権的領域

国家への転換は，大きな制約の下で進められざ

るをえなかった。中世社会の権力の集中を妨げ

た諸要素を集中的に体現していたからである。

第1に，カロリンガ一期の，不輸不入特権を得

た伯などの大領主の存在を含んだ封建制は，当

初から王権を大きく制約した。ユーグ・カペー

41) Braudel (1979-3)， pp.97-101， pp，l09 (邦訳， pp.146 

一153，p.165).なお，ドゥカート貨は， 1252年にフレ

ンツェで鋳造されたフローリン金貨を模して鋳造さ

れた金3.5グラムの重量を有し，グロート銀貨の 1リ

ブラの価値に等しいとされた (Pirenne，op. cit.リ p.
96，邦訳， p.142)。

が王位についたときには，王権の領域的基盤は

カペーが領主であったイル・ド・フランスしか

なく，ノルマンデイー，ブルターニュ，アキテ

ーヌ，シャンパーニュなどの領主はカペ一家に

優るとも劣らない領域的基盤を有していた。第

2に，しかも，カペー朝に始まるフランス王朝

は，ノルマンデイー公が1066年に征服王として

イングランド王になったこと，アキテーヌを女皆

資としてもつ前フランス王妃アリエノールが，

アンジュー伯でもあったプランタジネットのへ

ンリーIIと結婚し英仏両地域にまたがるアンジ

ュー帝国が12世紀半ばに形成されたことに始ま

って1558年にメアリーからカレーを奪うまで，

イングランド王と領域支配をめぐる係争問題を

フランスの土地の上で抱え込まざるをえなかっ

た。第3に，フランスは他ならないフランク帝

国を一部継承したのであり，また地理的条件も

あり，神聖ローマ帝国，さらに法皇権との係争

なくして王権の強化は不可能であった。第4に，

フランスは，シャンパーニュの大市が13世紀に

栄え，また着実に経済的変化を遂げたものの，

ドイツとイタリアを結ぶ、商業的回路からはず

れ，北海と地中海を結ぶ海上交易回路，さらに

大西洋を利用した商業的回路に参入するために

必要な制海権を確保するに困難な事情を抱えて

いた。長年の闘争の末にフランドルの一部はフ

ランス領となったが，基本的にフランスは農業

地域でありつづけなければならなかった。

このような制約を抱えたフランス王権の基礎

は，十字軍以後の封建騎士団の衰退や都市と王

権の協同などとともに，なによりも王の所領の

拡大による大領主諸権力の抑制に置かれた。イ

ル・ド・フランスの領主でしかなかったカペー

は，購入，女子相続人と王家の婚姻，背叛に対

する封の没収や封建的取り戻し(不動産復帰)， 

そして征服によって王領を拡大していった。こ

うした結果，自立的な大領主領が衰退するとと

もに，王の所領の拡大に基づいてフランス王国

の領域的輪郭が形成されていった。換言すれば，

王国は家産国家の色彩を強くもってステイトに
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変貌してゆく他なかったのである。

王領の拡大とともに王による権力の集中・系

列化が試みられるようになる。フィリップII時

までに，王領において，王の命令を執行し，王

の名に置いて巡回裁判を行い，収税を行うとと

もに財産管理を行い，さらに徴兵定員を集める

ノてイイ (bailli)や，プレヴォ (prevdt)，セネシ

ヤlレ(senechal)のような地方行政官が定められ

るようになり，これに対応して地方行政区も設

けられるようようになっていった4九課税面に

おいても，伝統的な割税であったタイユ(taille)

に加えて，それまで領主が家士や土地保有者に

対して臨時的に徴収した封建援税(aide)を，王

国の利害のために一般自由人にいたるまで徴収

するようになる43)。全王国に対する課税が登場

したのである。ルイIX時には，裁判権にも王権

が及び，ローマ法的な上訴の普及もあって裁判

権の審級制的な系列化が追求され，封建裁判所

であった王会の機能は高等法院(courde Parle-

ment)に置き換えられていった44)。それがやがて

貴族身分の地方支配を担う機構となったとして

も，全国的に組織された司法機構が形成された

こと自体，大領主の自立した裁判権やフェーデ

を基礎とした中世前期の司法構造とは全く異な

った司法体制が形成されたことを意味する。

王領の拡大とそれに基づく王権の下での権力

の集中・系列化は，もう一人のカペーを代表す

る王，ブィリップIVによって一層進められた。

彼は，行政，裁判，財政の諸側面で権力を組織

化するように努力したが，これとともに重視し

なければならないのは，王権に主権の装いがほ

どこされはじめたことである。第1に，王は大

領主にさえ臣従礼を強制するようになり，ロー

マ法の影響もあって，王は至高封主(souverain幽

fieffeux) として大領主やあらゆる中間団体を

42) O1ivier-Martin， ot. cit.， pp.231-239 (邦訳， pp.345 
362). 

43) Ibid.， pp.237-238 (邦訳， pp.353-354)， pp.576-
580 (邦訳， 863-867)， PP584-593(邦訳， pp.872 
884). 

44) Ibid.， pp.224-231 (邦訳， pp.336-345). 

従属させる位置にあると観念されるようにな

り，王は全国土に包括的な上級所有権を有し，

また全裁判権に優越する上位管轄権を有すると

考えられるようになった45)。ここから「旧き市民

社会Jに王が君臨し干渉しうる道が聞けたので
あった。第2に，西フランク王国成立以来神聖

ローマ皇帝に対して独立した位置をもっていた

フランス王は，もう一つのヨーロッパの楕円の

中心であるローマ法皇権に挑戦した。全国3身

分会議に依存してボニファチウス四と正面から

衝突した後に，フィリップIVは，ボ、ルドーの司

教から法皇になったクレメンスVをアヴィニヨ

ンに移し帰趨を確かなものとした。その後のフ

ランスでは， I王は王国における皇帝なりJとの
準則命題が次第に影響をもつようになっていく

のであった。しかも，この準則命題は，そもそ

もは皇帝に対する王の絶対的独立を意味するも

のにすぎなかったが，王は王国の中ではローマ

皇帝と同様の特権を有するという意味をもつよ

うに拡大解釈されていった46)。無論「旧き市民社

会」の生き続けた時代に，そうした命題が現実

を支配することは困難であったが，ローマ法継

受によって領域支配権や主権につながる観念を

王は利用しうるようになっていったのである。

ヴァロア朝はカペーと同様に弱い王権から出

発したが， 100年戦争を通じて，またその後の王

権の確立過程で，権力の集中・系列化はなお進

んだ。シャルlレVIIは近衛部隊をもち，封建騎士

団は予備役となり，ルイXI時にブルゴーニュ

が，またメーヌとアンジューがフランスに帰属

して領域国家フランスの枠組みができあがり，

シャノレルVIIIのイタリア侵入の準備が整えられて

いった。そうした過程の中で注目すべきは，1566

年のムウラン王令にみられる王領不可譲渡原則

の形成と確立であり，また1526年のマドリード

条約にかかわって原則化された同じく王領の国

際的不可譲渡原則の形成である47)。王領の拡大

45) Ibid.， pp.300-301 (邦訳， pp.457-4591. 
46) Ibid.リ pp.301-302(邦訳， pp.459-460). 
47) Ibid.勺 pp.319-321(邦訳， pp.484-487). 
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による王権の確立は，家産制に付随する未成熟

な点はあっても，領域一円支配をもたらし， I旧

き市民社会」を領域国家へと変貌させた。そし

て，それと同時に人的結合による領域支配や家

産的性格に重大な修正が加えられるようにな

る。つまり，王権の確立と領域国家の形成は，

王が自在に領土を処分しえない原則を生みだ

し，フランスが領域国家であることを確実にし

たのである。その後，ヴァロア朝末期の宗教戦

争に関係した王権の弱化を克服して，ブルボン

朝を聞いたアンリIVから再び王権の強化が図ら

れ，フランスはいわゆる絶対君主制への道を歩

む。 17世紀には貴族は行財政・司法官僚として

君主の下に組織され，王国は国家 CEtat)として

認識されるようになり，アンシャン・レジーム

の盛期を迎える。ルイ XIVが「朕は国家なり」

といったとき，国家は未だなおrespublicaとい

う意味をもっていたが，それでも王国は国家と

いう用語によって表現されるようになっていた

のである48)。

もう一つの領域国家イングランド

イングランドは，フランスとは異なった道を

辿って国家形成に向かった。中世盛期イングラ

ンドの統治・支配システムの基礎の一つは， 11

世紀のノルマン・コンクエストによって与えら

れた。王権の下での強大な国民的統ーという，

被征服国にして，また征服者の統治の成功によ

ってはじめて可能な，しかもヨーロツパでは異

例の事態が生まれたのである。フランクの諸王

国に存在した伯など王に匹敵する大領主はな

く，他の諸国とは比較にならないほど強固なレ

ーエン制が確立され，レーエン制に基づく王の

直属受封者はフランク諸王国の後継諸国とは比

較にならないほど多く，全自由人は王に対して

直接的な軍役奉仕義務を有し，レーエン制を維

持するために必要な土地調査台帳 (Domesday

Books)が作成された。自由人の資産は土地ばか

48) Ibid.リ p.307(邦訳， pp.466-467). 

りか農具，家畜，隷農にいたるまで，またその

収益性にいたるまで王によって把握された。し

かも，国際的環境から言えば，イングランドは

フランク人が継承したローマ帝国とは関係をも

たず，イングランド王がフランスに有した領土

との関係でフランスとの闘争を抱え込まざるを

えなかったものの，中部ヨーロッパの諸権力の

闘争からは遠く隔たっていた。王領の拡大によ

ってはじめて王権の基礎を築き得たフランスと

は異なる条件が存在したのである。

ノルマン朝に築かれた王権は，その後プラン

タジネット朝のへンリーII，エドワード Iなど

によって強化された。ヨーロッパの辺境に位置

したとはいえ中世の変化の時代を反映してイン

グランドにあっても13世紀のはじめまでに新し

い公法的関係が生まれていった。「平和破壊」に

対する王の義務は拡張解釈され，犯罪は当事者

聞のものではなく国王に対する権利侵害とみな

され，軽犯罪を除く刑事犯罪は13世紀はじめま

でに国王裁判権に帰し，州裁判所などの人民裁

判所や封建裁判所の機能は王座裁判所と地方を

巡回しておこなわれる国王裁判所に奪われ，同

様に王権に直属する強制的な地方自治制が生ま

れていった制。王国財政も，王室財政との区別は

明らかではなかったが，へンリーIIが動産課税

をはじめた後，土地に対する直接課税がなされ

るようになり， 1295年にはバロン，騎士の11分

のl税，市民の 7分の 1税，聖職者の10分の 1

税などの直接税が王国財政を支えるようになっ

ていった則。

100年戦争後にイングランド王は王国の経営

に専念するようになる。これはイングランドが

領域国家として成立する重要な契機となった。

もとよりカロリンガー帝国から自立していたイ

ングランドは，ノルマン・コンクエストとアン

ジュー帝国以来のフランスでの領域上の権利を

失い，逆に固有のイングランド王国経営が王の

49) Maitland，。ρ.cit.吋 pp.105-114，pp.133-141(邦訳，
pp.141-154， pp.179-189). 

50) Ibid.， pp.92-96 (邦訳， pp.124-129). 
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優先的課題となったからである。王権の拡大は

さらに続いた。パラ戦争は貴族に打撃を与え，へ

ンリ -VIIの議会にはわずか29人の世俗領主だけ

が召集されただけになり，また世襲貴族に代わ

って王が授けた爵位受与者が増えていった51)。

100年戦争とパラ戦争後は，軍事的意味をもっ騎

士・貴族階級の減少をもたらしたのである。や

がてチューダー朝で王権はカトリック教会から

の独立を果たして，イングランド国教会を組織

する。もはやトマス・ベケットとへンリー11が

争ったような問題は王を悩ますこともなく，ま

たイングランドは大陸の宗教戦争に領域国家と

しての利益のみを考慮して行動することが可能

になる。ホップスが見たコモンウエノレスは，主

権の所在が明確なステイトというリヴァイアサ

ンにイ也ならなかった。

イングランドで特徴的だったのは，このよう

に王権が中世盛期から確立・強化されたととも

に大陸の封建議会とは異なった議会が形成さ

れ，それが市民革命を準備する国家的機構とな

っていったことである。一方で、はイングランド

の王権は大陸の諸王国よりも強大であったが，

他方では直属受封者が多く 52)，したがってイン

グランドの封建議会は最初から下級貴族である

騎士を多く含んでいた。かれらは州を代表して

議会に召集され，やがて騎士が農業経営に転じ

ていったときには，形式的にせよ自由な土地保

有権者であって一定の収入をもつものが選挙権

を有するようになっていった。大陸の封建議会

では，自由土地保有者であろうと農民は議会に

関与せず，貴族が農民を代表すると見なされた

のに対して，イングランドでは貴族とは別に都

市以外から選出される庶民院議員が農村を主と

する地方を代表したのである53)。

フランスとは異なって，イングランドの王権

確立は王領の拡大に基づく家産国家化という道

51) Ibid.， pp.166-172 (邦訳， pp.222-231). 
52) Ibidリ p.61(邦訳， p.83-84). 

を経なかった。当然のことながら，イングラン

ドでは，王権の拡張は直ちに自由人からなる社

会との緊張を引き出さざるをえない傾向をもっ

た。つまり，王による政治は王国の自由人社会

の同意を得る必要性が高かったのである。大陸

の身分制議会とはやや異なって広範な自由人社

会を代表する議会の役割は他の王国の封建議会

に比して大きくなるのは自然であったとも言え

るかもしれない。王がフランスでアンジュー，

ノルマンデイー，アキテーヌやフランス王国そ

のものの相続請求にかかわる戦争を行って増税

の必要にせまられていった時，あるいは王権の

急激な拡張が試みられたとき，イングランドで

は自由人が議会に依拠して抵抗していった。大

憲章を求めた封建勢力の行動，シモン・ド・モ

ンフォール伯のへンリーIIIへの反抗などは，議

会形成を促した。そして100年戦争によって生じ

た課税の必要などは議会の必要性を高め， 14世

紀末には議会の同意なしに課税することは王に

は不可能になったのであったω。議会と王の関

係は両者の強さによって異なったが， 15世紀半

ばまでに議会によってスタチュート(制定法)

が定められる慣習が確定し，二院制の構成が確

立し，下院(庶民院)の選挙権も年収40シリン

グ以上の自由な土地あるいは不動産保有権者に

与えられることが決まっていった刻。こうした

議会の形成と発展は，一面では王権が議会に制

約されたことを意味するが，他面では全国的な

立法や租税・財政制度が組織されていったこと

をも意味する。権力は分割されたが，集中・系

列化されたことには違いないのである。

このような議会の位置と関連してイングラン

ドで特徴的なのは常備陸軍編成の遅れである。

フランスとは異なった歴史的地理的環境からイ

ングランドは，大陸に軍を進めない限り恒常的

に常備陸軍を置く必要をもたなかった。常備軍

は，経済的階級となった貴族やエスクワイア，

53) Ibid.， pp.172-176(邦訳， pp.231-235)， pp.239- 54) Ibid.， pp.179-190 (邦訳， pp.239-253). 
240(邦訳， pp.317-319l. 55) Ibid.， pp.172-176 (邦訳， pp.231-235). 
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ジエントリーにとっては，勃興した商業的，産

業的階級にとってと同様に負担であったし，ま

た専制の危険をもたらすものであった。したが

って，常備軍を保有しようとするスチュアート

朝は，軍事問題をめぐって議会と対立せざるを

えなかった。常備軍の維持が議会によって承認

されるようになったのは，ウィリアムIII以後に

年次共同抗命法という議会制定法が定められる

ようになってからであった。しかも，この法は

1年限りの，特定人数についての時限立法だっ

た56)。海軍についてはこれとは異なった57)。イン

グランドはフランドルをめぐる大陸との抗争や

新大陸への進出などで制海権を必要とした。海

洋交易回路がヨーロッパの繁栄を支えるように

なった中世盛期以後一般的に制海権の意味が重

要になるが，島国であるイングランドはなお制

海権を必要としたのである。このため，チュー

ダーはへンリ-VI1からはじまって艦隊の建造と

水兵の召集に努力し，私掠免状を商船に与えて

海軍を育成したが，海軍について議会は国王大

権を事実上承認し続けたのであった。海軍がイ

ングランドにとって必要であるとの認識がこれ

に大きい影響を与えていることは確かであろう

が，海軍がもった商業的意味や水兵の強制徴募

をめぐる影響力の低さが影響したことも確かでト

あろう。ただ，このように海軍への特別の配慮

があったとしてもイングランドで軍事力の集中

自体に依存する国家権力の強化が大陸諸国に比

して弱かったことは確かでトあろう。イングラン

ドではステイトとしての国家が誕生していった

時に，議会を通じる自由人の社会，つまり市民

社会が，脱貴族化した騎士や都市市民などを広

範に含んで、集中・系列化された権力を規制して

いったのである。

ヨーロッパで，1日き市民社会」にかわって国

家が正統性を最終的に得たのは， 30年戦争に終

わりを告げた1648年のウエストファーリア条約

56) Ibid.リ pp.324-329 (邦訳， pp.430-437). 

57) Ibiムp.280(邦訳， pp.371-372). 

であった。宗教上の決定権を含んで主権が国家

の手中に帰し，ローマ帝国は最終的死滅を宣告

され，ここにヨーロッパは主権的領域国家群か

らなる西欧国家系 (Westernstate system)を

形成し，国家の行動は国家理性を基本原則とす

るようになるのである。こうして，中世社会の

統治・支配システムが終駕を迎え， ，旧き市民社

会」から権力を集中・系列化した国家が疎外さ

れ，同時に国家と市民社会が分裂したのである。

，1日き市民社会Jから権力を集中・系列化し
た国家がどのような諸契機に基づいて疎外され

てきたのか，この点、だけに限ってこれまで述べ

た。しかし，それだけでは国家形成は理解でき

ない。第1に，国家が疎外されていったときに

市民社会それ自体が変貌を遂げていったこと，

また国家による権力の集中・系列化が市民社会

の反応を惹起したことがこれまでの叙述の中か

らもうかがうことができる。国家は市民社会か

ら疎外されたが，それと並行して市民社会も変

化し，同時にそれは国家に相対するようになっ

たのである。市民社会自体の変貌とそれの国家

との関係が問題にされなければならない。第2

に， ，1日き市民社会Jから生まれてきた国家は，
それまで存在しなかった領域国家に他ならなか

った。ローマ教皇とローマ帝国皇帝という 2つ

の中心をもった楕円のようなラテン的キリスト

教世界は，対外主権を有する諸国家に分裂し相

対するようなったのである。ここから国際関係

という新しい問題が発生する。国家形成の理解

は，この問題の特質への接近を要請せざるをえ

ないのである。

S 4.市場社会としての市民社会と国家

市民社会の変貌と自立

中世盛期以後， ，旧き市民社会」から国家が次

第に疎外されていった。生まれ出てきたリヴァ

イアサンは，諸権力が纏れ，振れ，また束ねら

れてできた統治・支配システムとは異なって，

一定の領域とその住民に対して，排他的に，し
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かも集中・系列化された権力を行使するもので

あった。このような国家の形成は， 1市民社会」

自体の変貌を不可避的にともなうことになっ

た。 respublicaでトありcivitas，つまり政治社会

(political society)であった「旧き市民社会」

から権力や公的なものを国家が剥ぎ取ったとす

れば，最早抜け殻しか存在しないからである。

societas civilisが civilsocietyとして意味を

もって国家の時代に生存するためには，それ自

身が変貌し，意味を転換する必要があった。そ

して，当然のことながら，またそれにともなっ

て，国家と市民社会の関係も，国家と「旧き市

民社会Jの聞の関係とは異なるものにならざる
をえなかったのである。

「旧き市民社会」は，国家の形成によって変

貌したと同時に，なによりも国家を生み出すべ

く変貌を遂げた。中世前期に既にゲルマン社会

は兵農分離とレーエン制や領主支配の展開によ

って大きな変化を被っていたが，それでも「旧

き市民社会」自体が根本から破壊されたわけで

はなかった。だが，中世盛期からはじまる諸変

化は大きな変貌をもたらさざるをえなかった。

三圃制農業の普及と生産力の上昇，開墾と植民，

海洋交易の復活と内陸商業の形成・発展は，隷

農の解放，地代の金納化，土地の貸借・売買，

商人や手工業者などからなる都市市民の形成を

もたらし，封も家産化されて売買譲渡の対象と

なり，私的所有権の形成と関連した公法的関係

と私法的関係の分離が生じていった。ローマ法

の継受はこうした社会の変化を法的に合理化す

る道を聞いた。

この結果，社会の 11日き市民社会Jからの自
己疎外あるいは自立化が生じる。土地の保有と

軍役奉仕義務が関連し，所有と公法的関係が結

びついていた世界から，私的所有の上に自由に

私的利害を追求し，そのために資本や労働を投

ずる世界が生まれ出てきたからである。こうし

た世界は，一方では新しい市民である都市市民

(citizen， citoyen， Burger)によって構成され，

他方では軍役奉仕義務を負った戦士階級から私

的経営に携わる経済的階級に転じたジエントリ

ー，エスクワイアのような人々によって構成さ

れた。彼らは，私的所有物としての彼らの資本

と労働を他人の欲望を満たすための財・サービ

スの生産に投じて社会的分業による社会的相互

依存関係を創り出す。彼らの生産は究極的には

自己の富を増加させること，豊かな消費を実現

することにあるが，そこでは中世前期の農村世

界に支配的であった生産と消費の直接的同一性

は失われる。私的利益の追求と社会全体の利益

は，価格変動を媒介にした資源配分によって結

合される。自に見え，あるいは体で感じること

のできるジッペの中での人間の直接的な意思関

係に導かれた資源の配分や所得分配は，価格を

シグナルとする市場社会の機能にとって替わら

れる。私法的関係はこの体系の自然法を映し出

したものである。暴力と詐欺などの不法行為は

自然法に反する。自然的体系である市場の外側

のものは公的領域となる。公的財・サービスの

供給，例えばかつて生産や所有と結び、ついてい

た軍役奉仕は，市場を中心とする社会の外側に

存在することになる。価格による調整に依存し

て自立する新しい社会は，こうして「旧き市民

社会」から自己を疎外し，同時に公的な世界を

凝縮した機構，被治者を含まない統治機構つま

り国家を社会の外に追いやり，国家の社会から

の疎外を生み出すことにもなる。中世盛期の国

家形成は同時に新しい社会，私的市民が自己の

個別利害を追求する中で，経済的紐帯をはじめ

とする相互依存の体系として存在する社会，つ

まりへーゲルが「市民社会Jと規定したものの
登場を不可分のものとして伴ったのであった。

へーゲノレ的な欲求の体系としての市民社会の

形成は，国家の形成と同じように長い道のりを

経て実現した。イングランドの場合，地代の金

納化は14世紀後半からはじまり，ついで15世紀

には農民固い込みや領主固い込みによる土地の

排他的私有化が開始されたが，開放耕地の消滅

と排他的私的土地所有権の確立は18世紀以後に

ずれこんだ。資本主義発展は上昇と停滞の交替
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を含む長期の変動を通して進行した。商業の復

活と農業生産力の上昇による市場経済の形成が

そのまま資本主義発展をもたらしたわけではな

い。 14世紀はじめには人口拡大と土地不足が生

じ，これにペストの流行が追い打ちをかけ，気

象の長期変化の影響もあって人口も生産力も落

ち込んだ。1340年頃に約7，300万人と頂点にあっ

たヨーロッパの人口は約1世紀後に5，000万程

度に減少した5九この結果生じた農業の荒廃は

小領主，下層騎士の没落と大領主の支配の強化

を生みだし，それはまた農民と領主の聞の緊張，

そして農民の反乱をもたらした。農民側の敗北

の後， 16世紀に再び発展がもたらされる。地理

的にばらつきはあるが，例えばイングランドに

見られるように飼料用作物の栽培や潅概採草地

の創出，牧畜経営など三圃制農業から抜け出す

農業技術と農業経営の改良が始まるのである。

この歩みは，南アメリカからの貴金属のヨーロ

ツパへの流入による価格上昇，引き続く不況と

インフレーションによって影響を受けながら18

世紀の農業革命へと続いた。そして，イングラ

ンドの農業革命は，議会囲い込みを伴って，排

他的私的土地所有権と資本主義的農業経営を生

み出したのである。大陸でも，フランスで土地

市場が発展し，ブノレジョア的土地所有が登場し

たのは16世紀以後のことであった。

商工業についても，歩みは同様であった。 16

世紀以後の王権の確立してゆく時期に，都市の

発展は歩みを止める。アントウエルペンの没落

にみられる政治的要因もあったが，商業資本に

よる富の蓄積，団体的規制や国家による商業へ

の依存は，社会の自立的発展をさまたげるもの

であった。中世盛期の後に商工業は強く国家と

結合するようになる。重商主義政策がそれであ

る。重商主義は，一方で、は海洋交易路を確保し

て資本主義的発展に刺激を与え，他方では種々

の工業の形成を促進したが，特権の圧力は大き

しそれに対抗する農村マニュファクチュアに

58) Rosener，ψ. citリ p.60(邦訳， p.102). 

はまだ限界が存在した。資本主義的市場社会と

国家が並行して発展したとは到底のこと言い難

いのである。フランスでは，フ、ルジョア層が売

官制を通じて貴族化し，同時に徴税機構など国

家機構に寄生する傾向にあったことを忘れては

ならない。特権や団体規制を排除した営業の自

由 (freetrade)が実現するのには，イングラン

ドにみられる農村部からの工業化，農業革命と

関連した国内市場の発展，そして産業革命が必

要とされたのであった。 18世紀になってはじめ

て，市民社会は特権，独占，身分制や団体規制

からの自由を要求するようになったのである。

排他的私的所有と市場経済の発展によって導

かれて生まれた市民社会は，当然のことながら

ある意味では，政治社会なり国家に対して自立

していった。経済学 (politicaleconomy)が経

験科学として自立したのは，こうした市場社会

としての市民社会の自立を反映してのことであ

る。アダム・スミスが，市場の中では繰り返し

経験科学的に把握しうる法則が貫いているこ

と，その法則にしたがって，つまり経済社会の

自然法にもとづいて富は最も有効に生み出され

うることを明らかにし，自然的自由の体系から

みれば，国家には暴力や侵略から社会をまもり，

社会の内部の不正と圧制から構成員をまもる司

法行政を確立し，社会のインフラストラクチュ

アを整備し維持する義務しかないと述べたと

き59) それらの叙述はそのまま市場社会として

の市民社会の自立宣言を意味したのであった。

この自立宣言は，やがて通俗化された自由放任

の教義を招き，さらに社会ダーウィニズムの影

響もあって，社会は国家干渉なしに至高善を実

現しうるという信念をもたらした60)。また，経済

社会はそれ自体で自立しうるのであり，国家は

暴力と詐欺(不法行為)に対して市民をまもり

59) Smith(1920 [1776J)， pp.184←185(邦訳， p.1008). 

60) Keynes(1972 [1931J，ただし，本評論の公開は1926

年であり，その全文の掲載は1931年の版ではなく，

1972年の全集においてなされている)， pp.272 
287(邦訳， pp.323-344). 
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さえすればよいとするイデオロギーさえ生み出

すようになった6九無論，このようなイデオロギ

ーを経済学者が積極的に唱道したわけではな

い。むしろケインズが言ったように， I経済学者

たちの言葉は自由放任 Oaissez-faire)の解釈に

力を与えた。しかし，この教義の流行の責任に

ついては，政治経済学者たちよりは，むしろ，

それがたまたま気に入った当時の政治哲学者た

ちが負わねばならないJし， Iジョン・スチュワ
ート・ミノレの時代から，権威ある経済学者たち

はこのような思想に対して強く反発してきた」

と言ったほうが正確であろう 6ヘモーテイノー

や雑誌『エコノミスト (TheEconomist) .1によ

る自由放任の拡大解釈，政治家や官僚の言説の

ほうが古典派経済学と自由放任の一致をうたい

あげたのであった6九

だが，経済学者にもそうした教義の流行につ

いて責任がなかったわけでーはない。ほとんどの

経済学者たちは，経済社会なり市場社会が他の

諸力の影響を受けないか，それらを外生変数に

してしまうような理論モデルを創造し，その中

で固有の経済法則を明らかにし，しかも何を均

衡とみるのか，あるいは均衡が安定するか否か

については争うことがあったとしても，均衡の

存在それ自体については等しく承認してきたか

らである。このような傾向は，経済学が，大量

に反復的に，しかも可測的な形で生じる経済現

象を，経験科学的に精搬に分析することに優位

を置くということから生じた。経済学者たちは，

それ自身独立した理論モデルと現実の社会との

聞の距離を十分理解しながらも，ウォリンが「非

政治的モデルJとよんだ理論モデ、ルを開発しべ

経済学を自然科学と同様な科学 (science)とし

て確立しようと努力を重ねてきたのである。

61) Mill (1909 [1848J)の政府論では，通俗的政府論の基
本的骨格がこうしたものと描かれている (pp.795-
800，邦訳， pp.13-22)。
62) Keynes， op. cit.， pp.277-278(邦訳， pp.331-336). 
63) Taylor(1972) ， pp.27-31. 
64) Wolin (1960)， pp.291-292 (邦訳， pp.22-24). 

自由放任の教義が「非政治的モデル」から導

き出されるときに注意しなければならないの

は，社会は自己完結的であるとされることと並

んで，市民社会の本来の意味であった政治社会

が消滅してしまい，かわって技術的に操作され

うる物理的強制なり技術的機構として国家が描

かれることである。極端な場合には，私的な，

様々な欲求と利害に満ちた社会に対して，あた

かも国家はテクノクラートによって中立的に運

営される自明に満ちた公的な世界であるかのよ

うにとらえられるであろう。こうした論理は，

ウォリンの言うように，ロックから始まりユー

トピア的な社会主義者などにまで及ぶ、近代の知

性の中に伏在しているとも言えるかもしれない

が，通俗的な自由放任の信奉者の中には確かに

明示的に存在した65)。満足な社会が自己充足を

遂げるとすれば，政治は不満足なあるいは欠点

をもった社会の産物にすぎず，満足な社会が存

在しうるとすれば統治は国家という装置を技術

的に操作することによって可能となるであろ

う。だが，果たして，そうなのであろうか。

富の生産と商品生産の間

市場社会は，それ自体で自立しうるのか。経

済学者たちは，彼らの基本的な理論モデルある

いは経済学原理 (Principlesof Political Econ-

omy， Principles of Economics)の体系を科学

的に彫琢する一方で，そうでないことも明らか

にもしてきた。

第1に，経済学者たちの理論モデルが代表す

るのは他ならぬ市場社会 (marketsociety)で

あるが，それはどのように見ても市民社会どこ

ろか経済社会 (economicsociety)のすべてさ

え覆いつくしうるものではない。そのことを如

実に示すのは，富 (wealth) と商品の関係であ

り，商品として供給され得ない富の存在である。

このことを，少し立ち入って論じておこう。

資本主義，つまり投資元本としての資本を拡

65) Wolin， op. cit.， pp.312-314 (邦訳， pp.64-68). 
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大しながら常に投資し続け，そのことによって

得られる利潤 (profit)の取得を投資の最終日的

とする一個の自立的な社会関係は，ケインズの

言う「複利の力」に基づいて商品生産を拡大し

てきた66)。最終消費と直接に結合していない生

産は，無限の生産拡大を指向するであろう。資

本主義が発展するとともに，それは社会の富を，

資本主義的生産によって得られる商品に替えて

きた。確かに，マルクスの言うように「資本主

義的生産様式が支配的に行われている社会の富

は，一つの巨大な商品の集まりとして現れ，一

つ一つの商品は，その富の基本形態として現れ

る。J67) 

だが，マルクスが言う資本主義的生産様式と

は，単に資本家によって支配される生産様式で

はない。それは，労働過程の技術的・社会的な

諸条件を絶えず変革し，生産力を上昇させるこ

とによって商品の生産費を常に低廉化するよう

に編成された生産様式，つまりマニュファクチ

ュアや機械制工業にみられる生産様式に他なら

ない68)。自然，より具体的には土地の豊壌度や人

口，人間の肉体的限界によって制約された生産

から解放されて，資本主義は人間の力能の発展

に基づく生産を手に入れる。産業Cindustry)と

いう言葉は，そのことをよく反映している。な

ぜなら，インダストリーとは， dilligenceと同じ

意味の「勤労」を本来の意味とするからである。

投資元本を意味する資本が古来から存在しなが

ら資本主義が誕生しなかったのは，資本がイ

ンダストリアルな生産様式を手中にしえなかっ

たからであった。資本主義は，商業の復活や種々

66) Keynes， op. cit.リ p.323(邦訳， pp.389ャ390).
67) 11arx(1962 [1867J)， p岬(邦訳， p.47). 

68)マルクスは，一方で，単に労働時間を延長させるこ

とによって生み出される「剰余価値の生産」につい

ては， I資本は直接的には生産様式を変化させないj
(11arx， o.ρcit.リ p.328，邦訳， p.408)と述べ，他方，
「同じ労働過程での比較的多数の賃金労働者の同時

的使用は，資本主義的生産の出発点をなしている」

(11arx， op. citリ p.354，邦訳， p.439) と， I協業」
にはじまる生産力上昇に基づく剰余価値生産を資本

主義的生産と明確に規定している。

の社会変動の中で資本を蓄積するとともに， 18 

世紀以後にインダストリアルな生産様式を獲得

することによって，はじめて巨大な資本主義的

商品生産を開始し，資本主義的生産様式はイン

ダストリーと密接に結びついて，はじめて商品

生産を社会に一般化した。それにともなって，

長く海上交易やヨーロツパ全域の商業に存在し

た商業的諸手段や制度もはじめて社会のすみず

みにゆきわたるようになった。たとえば，長く

海上交易で慣習的に使用されてきた為替手形

は，商業手形として19世紀にイギリスで一般化

し，企業聞の取引は為替手形で行われるように

なったのである。

ところで，資本主義的商品生産がインダスト

リーと結びついて生産力を上昇させ，商品生産

を拡大したといっても，それは，ある領域で突

然始まり，ある領域で徐々に展開し，ある領域

では長く生じないという歴史の中にあり，生産

領域全般にわたって均等に生じたのではなかっ

た。巨大な変革を及ぽした産業革命にしても機

械制工業が展開したのは，わずかに綿工業を中

心とする繊維産業においてであった。

インダストリアルな資本主義的生産は，一方

では需要面で新しい生産領域の発展を促す。一

定の生産力上昇が存在したときには，その時点、

で必ず余剰生産力が生じる。この余剰生産力を

人口の増大が吸収してしまうか，もしくは1人

あたりの既存必需品の消費量が増大してゆくと

すれば，新しい生産領域の発展は起こらない。

だが，そうしたことがない限り，その時点では

者{多的と規定しうるような新たな財やサービス

への需要が創出される。このことは，一定の余

剰生産力が生まれたときの生産辺境線を，必需

品と者修品を両軸とする座標面に描けばよくわ

かることである。 1857年にザクセンの労働者消

費統計を研究したエルンスト・エンゲルに因ん

だエンゲル曲線は，所得上昇とともに財やサー

ビスについての需要が推移してゆくことを明確

に示してきた。このように，生産力上昇は，そ

れ自体の内に産業構造の拡大と変化の可能性を
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もっている69)。

他方，利潤を目的とする資本主義的生産は，

インダストリアルな生産の基礎上では，既存資

本財の低廉化や新技術採用によって資本財コス

トを節約し，技術的投入労働係数低下を通じた

労賃節約を追求し，あわせて生産費の低廉化を

実現してゆく。その企業の生産費低下は，生産

技術が普及するまでの聞に企業に差額利潤(マ

ーシャノレの言う準地代，マルクスの言う特別剰

余価値あるいは超過利潤)をもたらすであろう

し，他方，もし生産費の低下に取り組まなけれ

ば，やがて他の企業がもたらす生産費低下の結

果生じる価格低下にあって損失を被るからであ

る。このような技術進歩は，一方でトは絶えず、新

しい生産技術に関した新しい生産領域，たとえ

ば新資本財の生産を生み出す。

また，これらと並んで，企業は，常に需要が

拡大するような生産領域に生産を拡張しようと

する。そのような分野とは，一般に，所得の上

昇率よりも需要の拡大率の高い，つまり需要の

所得弾力性の高い生産領域であり，また同時に，

価格低下率よりも需要の拡大率が高い，つまり

需要の価格弾力性が高い生産領域であろう 70)。

こうして，需要面からも供給面からも資本主義

的生産は新しい生産領域への生産の拡張を求め

るが，拡張は自然に生じるわけではない。シュ

ンベーターが「新結合」という言葉で表した技

術革新(innovation)が生じてはじめてそれは可

69) 1人あたり所得上昇が存在する場合に，種々の財に
対する需要の増加率が変化してゆくこと，それが今
日カオスや複雑系の研究で親しいロジスティック曲
線と呼ばれる形状の曲線を描くことは，注目に値す
る。これまで，経済学者達，特に新古典派経済学者
逮はエンゲル曲線を法則としては認めようとせず，
その結果，需要面での研究が常に静学的スキームに
押し込められるか，または外生的に窓意的に扱われ
てきた。また，非新古典派経済学，特にマルクス派
は生産面を強調する余りに需要面での考察を欠落さ
せてきた。このような弱点にあらためて目をむけさ
せたのは， Pasinetti (1981. pp.68-77，邦訳， pp.78 
88)， (do， 1993， pp. 36-40)である。
70)前の脚注で示したパシネッティの叙述を参照された
し〉。

能となるのである71)。そして，シュンベーターが

言及した新商品，新生産方法，新販売市場，新

原材料，新組織といった指標をすべて備えるよ

うな技術革新は，産業革命をはじめに数次にわ

たってしか生じていないのである。つまり，資

本主義的商品生産は，商品生産を一般化はする

が，富の生産領域全般を把握しきることはなく，

技術革新の波などを通して，絶えず資本主義的

富の生産領域を拡張しているのである。無論，

その過程では，公害や戦争など「負の富」をも生

産しながら7210

社会にとって富でありながら未だに商品生産

によっても，まして資本主義的生産によっても

供給されえないものは実は多く存在する。家庭

における家族構成員の相互に供給するサービス

もそうであり，空気のような「自由財jと言わ

れるものもそうである。そして，社会的な共同

体が供給する財やサービスが存在する。そのよ

うな財やサービスなしには市場社会の存立は大

きく制約されることになるが，市場における価

格付け (pricing)はそれらの財やサービスの供

給を保証しない。どのような財やサービスがそ

うしたものであるかは，技術や文化など種々の

諸要因によって規定され，歴史的に変化しうる

が，たとえば安全保障機構特に軍隊，法的制度

整備，道路などのインフラストラクチュアー，

美術館・図書館・公園などの公共的文化施設，

公的保健・衛生や教育サービスなどを指摘すれ

ば十分で、あろう。このような財やサービス，あ

るいは富の存在は，アダム・スミスを含めた古

典派経済学者たちが既に認識し，後に新古典派

経済学者達によっても問題とされた。「公共財」

がそれである73)。

71) Schumpeter (1934 [1912J)， pp.65-67 (邦訳， pp.180 
185). 

72)技術革新について，ここに述べたことについては，
佐々 木 (1993)，pp.20←22を参照されたい。
73)公共財の概念は十分成熟しているとは言い難い。そ
れは消費や所有の非排他性などから規定されてはい
るが， ["完全市場」規定からの苦情離の視点、からのみ追
求されているに過ぎない。このため，しばしば「政
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社会が「純粋な私的所有Jに基づくものとな

ればなるほど， r旧き市民社会Jの共同体機能は
衰えざるをえない。したがって，これらの財や

サービスの供給は自ずから政府をはじめとする

公共機関によって供給を余儀なくされる。「公共

財」という呼び方は，政府が供給する財を言い

換えたところがあって，いささか同義反復を含

むが，その存在は富と市場社会の空隙を国家に

属する公共機関が埋めていることをよく示して

いるのである。国家は，かくして市場社会を含

むより大きな経済社会に関与し，その管理に関

与する。

市場社会の背後

市場社会としての市民社会を資本主義的商品

生産が完全に支配している，つまり富と商品の

聞に空隙はないと仮定してみよう。経済学者た

ちが一般に理論モデルで想定するのは，そうし

た社会である。そこでは，自由財や公共財など

は捨象され，社会の生産と消費は投入生産要素

を含めて商品によって支配されている。経済社

会には市場社会だけが存在しているかのように

見える。この場合，市場社会は完全な自律性を

有すると考えてしまうかもしれない。だが，そ

のような社会は存在しない。なぜなら，モデル

は，市場社会によって規定されない諸要因を必

ず外生的に前提したり，外生変数としているか

らである。換言すれば，完全な市場社会モデル

の背後には，経済社会の一部を構成する非市場

社会が隠されているのである。

たとえば，富の社会的形態が商品であったと

しても，凡ての富が商品として生産されるとは

限らない。市場に現れる商品所有者とは，流通

が商品保護者 (Warenhuter)に与えた規定に他

ならず，彼がなぜそうあるかを物語るものでは

府や公共団体が供給する財が公共財であるJといっ
た同義反復が生じる。もとより共同体全体の自主的

か強制による労働が存在し，近年ではNPO，NGOと

いった非政府団体の活動が存在する。公共財の概念

は深められるべき1課題となっているとも言える。

ない。商品は，自己労働によっても生み出され

うるし，また19世紀にも存在した奴隷制プラン

テーションによっても，またはなはだしくは盗

掘によっても市場にもたらされうる。したがっ

て，理論モデルでは，完全な私的所有に基づく

商品生産や資本主義的な生産様式が専一的に支

配しているというような前提が置かれる。それ

でも，市場社会モデルは非市場社会を排除しえ

ない。なぜなら，資本主義的商品生産は，土地

と労働力を商品として扱うことによってはじめ

て成立するのであるが，土地と労働力は本来商

品として誕生したものではなしたとえその生

産に商品経済的な論理が入り込んでも，そうし

た論理が完全に土地と労働力を決定しうるよう

にはならないからである。そして，資本財と並

ぶこれらの生産要素を商品として市場の中に内

包するためには，自然や家族などの共同体とと

もに，国家が必要とされるのである。

土地を「純粋な私的所有」の中に包含するこ

とは，既に述べたことからも明らかなように，

中世では困難な課題であった。第1に，重層的

な土地所有権があり，その秩序が「旧き市民社

会Jの公的秩序を支えていたし，第2に，排他

的な私的土地所有権の無かった時代には共有地

が当然のように存在し，それはまさに「公共財j

としての役割を果たしていたし，第3に，土地

の保有権，所有権は農耕に資する限りで存在し

ていたに過ぎず，排他的所有権の確立していな

かった時代には，広大な荒蕪地，無主地が残さ

れ，領域間の境界もまた明確ではなかった。排

他的私的土地所有権に似た不動産所有権は，そ

の上が人工的建築物で占められた都市のような

空間において生きることが可能であるにすぎな

かったにちがいない。課題は，長い時間を要し

たとはいえ実に革命的とも言える根本的な社会

的変革を要したのである。

封建的な土地所有権の態様は，中世を通じて

絶え間なしまた地方や王国ごとに変化した。

一般的にそれを論じることは困難であるが，あ

る傾向を見出すことは可能で、ある。第1に，レ



1997.12 ステイトとネイション (2) 佐々木 21(473) 

ーエン制は，カロリンガーの衰退とともに変質

しはじめ，封は世襲化されて家産化されていっ

た。そして， 10世紀以後にレーエン制の政治的

意味が失われていった時に，封建的土地保有権

は私的所有権，つまり自有地所有権に接近して

いった。第2に， 10世紀からはじまる定額地代

の低下や賃租地の売却を通じて，白有地に近い

賃祖地が生じるとともに，領主が固有の賃租地

以外の土地所有権を強化し，自身が農業経営に

携わり，その一部を定期小作に出すことも行わ

れていった。全体的に，排他的私的土地所有権

への接近が中世盛期から後期にかけて生じたの

である。だが，自然にこの過程が進行するわけ

にはいかなかった。土地所有に公法的な意味が

形式的にせよ存在し，それが土地の権限 (title)

を規定し，また保有地や借地の譲渡への封建課

税など種々の封建的規制がそれにともなって残

存し，共有地も存在していたからである。した

がって，排他的私的土地所有権の確立は，商品

経済の浸透と拡大による経済的な変化に加え

て，国家による法制を必要としたのであった。

国家が排他的土地所有権を確立し，私的所有下

に無い土地は固有地として領域内の所有権を明

確にし，私的土地所有権を囲い込みをした大土

地所有者かあるいは小農，コピー・ホルダーな

どの耕作者に与え，相続権を長子かあるいは子

全員に分けて与えるように決定することなしに

は，排他的土地所有権の確立はなしまたそれ

にしたがって土地それ自体の徹底した商品化も

困難なのである。権力を集中・系列化した国家

がそうした課題を成し遂げたことは，それがイ

ングランドでは議会囲い込みによって，フラン

スではナポレオン法典の制定によって果たされ

たことによって明らかであろう。

このことに関連して，市民法体系について一

つ注意するべきことがある。民法，つまり市民

法は一般には万民法であり普遍的な性格をもつ

が，不動産所有権や相続については国家によっ

て大きな差異が存在し，また不動産所有権の確

立とともに決定された土地の権限についてはな

お大きな差異が諸国家の聞に存在することであ

る。こうしたことは，土地の排他的な絶対的所

有権が経済発展の自然史的過程の外側からの力

によって確立されたことを指示するであろう。

商品としての労働力の誕生も土地と同様に国

家の力を要した。労働力もまた商品として市場

の中で生産されるものではないからである。そ

して，マーシャルが言うように，労働力は商品

としては異例の特殊性を有するからである 74)。

人は商品として生まれるわけではなしその労

働力を商品とするためには直接の投資利益を目

的とせずに子供に教育投資を行う共同体が必要

であり，また労働者の労働力は保存不可能であ

って市場での交渉では不利を余儀なくされる。

そして一定の質と量の労働力が市場に供給され

るためには極めて長期の期聞が必要とされる。

さらに，労働者が交渉上不利な状態で労働力を

販売するときには，賃金ばかりではなく労働条

件が劣悪化し，したがって労働力が社会的に保

全しえない場合が存在する。アダム・スミスが

初等教育に関して公教育の必要性を主張し，古

典派経済学者が労働日について規制立法の必要

性を認めたのはこのためであった7ヘ
もとより適正な労働力の確保については，あ

るいはまた過剰人口の解決策については，1旧き

市民社会」ではジッペ，家をはじめとする共同

体がこれを担っていた。しかし，労働者が家共

同体の外で賃労働に携わることに見られるよう

に，またそれまでパターナリスティックな領主

の保護が存在した村落共同体が囲い込みによる

私的所有権の確立とともにパターナリズムを失

い，社会的に解決せざるをえない貧窮層が生じ

ることに見られるように，市場社会の発展は共

同体の労働力育成・保全機能を低下させてゆく。

74) Marshall(1994 [1890J)のBookVIにおける労働に

ついての叙述は，今日の経済理論には見られない深

く広い観察に基づいている。そこでマーシャルは，

労働が，一般の商品とは異なって，短期の市場機能

に委ねることが困難で、あるという観点、を貫いてい

る。

75) Smith， op. cit.， pp.269-273 (邦訳， pp.1l27-1133). 
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こうしたことは， 18世紀のイングランドをみれ

ば明らかだが，同時に今日の発展途上国でも生

じている 76)0 I日い共同体の機能が低下し，他方市

場社会がそれに代わりうるものでないとすれ

ば，労働力の育成，保全は，共同体的にではな

く社会的に，そして円日き市民社会jがもはや

機能しえないとすれば国家が担うべき課題とな

る。こうして国家は，国籍法を確立し，人口政

策を策定し，初等教育を公的に負担し，教育体

系を定め，相続法や刑法によって家庭規律に枠

組みを与え，労働基準を定め，労資関係に法的

に介入し，衛生，保健，社会保障立法を制定す

るのである。こうした諸立法は，もちろんのこ

と国家のバターナリズムによって自然に展開す

るわけではない。ある時は国家は，1営業の自由」

に重きを置いて労働者を弾圧するし，労働力の

保全のための労働基準をはじめとする立法は労

働者の闘争なしには実現しない。だが，労働力

の育成・保全に関して社会的問題が生じたとき

に国家が介入して問題を解決しなければならな

いことは確かなのである問。

市場社会の調和性の限界

市場の外から公共財が供給され，また土地と

労働力が商品として市場の中に存在するとしょ

76)現代発展途上国で生じている例でいえば，分益小作

制をめぐる問題がある。分益小作制が旧来の村落共

同体の中では一定の合理性をもつが，次第に商品経

済の浸透とともに合理性を失う点については，速水

(1995)， PP. 268-271などを参照されたい。

77)この視点、は，戦後日本でなされた「社会政策論争」

で，相対立した大河内一男，服部英太郎の見解を総

合しうることを意味する。 Taylor，op. citが描くよ

うに，工場立法による労働力の保全は「社会問題」

化することによって，はじめて国家干渉の対象とな

りえた。そして，他方，労働力の保全について正統

化が獲得されるためには，単に労働者階級の要求で

はなく国民的要求としてそれが取り扱われる必要も

あったのである。労働力の保全と育成が，市民社会

の経済体系の維持の問題に属することと，それが階

級闘争などによってはじめて実現しうることとは決

して矛盾するものではない。なお，この問題につい

ては， 1 -95で述べる政治社会における「正統性jの

問題に関わる。

う。つまり上に見た2つの問題が解決されてい

るとしよう。そのとき，市場社会はあたかも自

律的な，国家とは無縁の社会であるかのように

見えるかもしれない。国家は，せいぜい「暴力

と詐欺から社会をまもる」ために必要な，つま

り自然法的な商品交換世界を無法に荒らすもの

を抑制する消極的な権能をもったものとして存

在すればよいかに見えるであろう。ヴィクトリ

ア後期の繁栄を享受した人々が叫んだ自由放任

の賛美の中には，そうした傾向が見られる。「政

治哲学者は実業家のために席を譲って引退して

もよくなった というのは，実業家は，とにか

く自分自身の私的利益を追求するだけで，哲学

者の言う至高善 (summumbonum)を達成する

ことができるようになったJとケインズが皮肉

と慨嘆を込めて述べるような世界が到来したの

である78)。だが，市場社会は，それほどに予定調

和的であったであろうか。

経済学の理論的課題は，大きく言えば4つあ

ると言えるかもしれない。その第1は，経済的

均衡がありうるのかという問題であり，しばし

ば「均衡解の存在問題」と言われている。ある

モデルによって体現されている経済体系に均衡

が存在しえないという結論に達した経済学者が

いないわけではない。ローザ・ルクセンブノレク

はその代表ともいえるであろう。だが，そうし

た見地に立つ経済学者はごく少数であって文字

通り「異端J，否，むしろ「異教徒jと言えるで
あろう。資本主義経済の崩壊を展望したマルク

スやレーニンでさえ均衡解自体が存在すること

は否定しなかったのである。むしろ，マルクス

やレーニンは，そうした均衡解の存在を確信し

ていたからこそ社会主義による問題解決を提唱

しえたのであった。だが，第2の均衡解が安定

して存在するか否かという問題，つまり「均衡

解の安定問題jから，経済学者は大きく分かれ

る。古典派経済学とマルクス派経済学の対立，

ローザンヌ及びオーストリア学派や新古典派経

78) K巴ynes，op. cit.リ p.275(邦訳， p.327). 
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済学とケインズ派経済学の対立は，もっぱらこ

の第2の問題をめぐって生じた。第3の問題は，

均衡解が存在し，よしんばそれが安定的であっ

たとしても道徳的にそれを承認しうるのか否か

という問題である。価値判断がここで明示的に

登場することになる79)。第4は，これらの理論的

あるいは道徳的問題を背景に問われる「妥当な

政策jあるいは「社会変革の展望jの提示であ

る。たとえば，均衡は安定的に存在し，したが

って改革の必要性はないのか，不安定であって

も妥当な政策によって解決しうるのか，それと

も革命を必要とするのか，経済学者は政治的選

択に関わる論争に否応なしに巻き込まれる。

こうした諸問題に対する経済学者達の回答の

中で注目しなければならないのは，第2の問題

で安定解の存在を自己のモテソレから導き出した

場合にあっても，およそそれが現実的妥当性を

有すると単純に経済学者達が考えてはいないこ

とであろう。そのことは，最も美しい数理的で

調和的なモデルを確立したパレートが，現実と

モデルの請離を強調して，およそ自由放任とは

異なる実践的，政治的処方筆を提示したことに

象徴されている。また，新古典派経済学者も，

現実には「市場の失敗」が存在することを認め

るのにやぶ、さかでないでトあろうし，むしろ現実

の政策策定に大きな影響力をもつだけに「妥当

な政策」を探るために，一般理論モデルとは異

79)経済学がアダム・スミスの道徳哲学以来，この問題

を本質的に抱えていることを忘れてはならない。た

とえ，ケインズのように明確に「キリンの福祉を心

にかけるならば，餓死させられる普の短いキリンた

ちの苦痛とか，あるいは生存競争のなかで地面に落

ち，踏みつけられる甘い棄のこととか，首の長いキ

リンたちの食べ過ぎとか，群れをなすキリンたちの

温和な顔に影を落とす不安，すなわち闘争本能むき

だしの貧欲さの醜さとかを見過ごしてはならないJ
(Keynes， op. cit.， p.285，邦訳， P. 286) と直接問
題に触れる経済学者逮が少なかったにしても，道徳

的価値判断が必ず存在するからである。したがって，

経済学が「非政治的モデル」に見えるという意味は，

政治社会を直接必要としないという限り規定されう

るのであって，実はいかに「非政治的」に見える社

会モデルであろうとも，政治に関わる道徳的政治哲

学的問題を内包しているのである。

なる諸前提をもっモデルを開発し，種々の理論

分野，例えば産業組織論や公共経済学を発展さ

せてきたのである。単純化して言えば，経済学

者が「自由放任」を現実に無条件に妥当するよ

うな政治的スローガンとするような経済理論を

確立したというのは正確とは言い難いのであ

る。

そして，現実もまたそのことを示してきた。

資本主義が産業革命によって確立して以来，長

期にわたってそれ以前の成長を上回る経済成長

を遂げたのは， 19世紀の第2及び第3四半期と

20世紀の第3四半期である田)。この内，後者の時

期は市場社会の「黄金時代Jを体現するかのよ
うに思われるが，実は絶え間ない政府の市場へ

の介入が拡大した時期であることを忘れてはな

らない。アンガス・マデイソンをはじめとする

OECDの研究によれば，政府支出が国内総生産

(GD P)に占める比率は，現在の先進国が19

世紀から第 1次大戦勃発前まではおよそ平均10

%程度にすぎず，既に戦時経済への移行にかか

っていた1938年でも30%弱であったが，戦後

1950年でもその水準はあまり変化せず，その後

増大し続けて1973年には37%に，さらに1992年

には45.7%にまで達したのである81)。政府によ

って管理された経済，これが「黄金時代」の市

場社会の姿に他ならなかった。他方， 19世紀の

第2，第3四半期では，政府の経済に占める比

重は確かに低かったが，経済が安定して成長軌

道を描いたとは到底言い難い。期間全体の成長

は他の期間に比しては大きしまた安定してい

たと考えられるが，周知のように資本主義的市

場経済特有の景気循環は，ほぽ10年毎の周期的

経済恐慌をもたらしたからである。政府が市場

に介入しない時代の成長は，一面では生産性や

実質所得の長期的上昇によって特徴づけられる

が，他方では周期的大量失業の発生，疾病や老

齢化による貧困などによっても特徴づけられ

80)正確な長期統計は得難いが，たとえばRostow
(1978， p.67)の付表などを参照されたい。
81) Maddison， op. cit.リ P邸.
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る。そして，当時には，今日どこでも見ること

のできる医療保険，失業保険，年金制度はまっ

たく存在しなかったことを忘れてはならない。

言い換えれば，絶対的に市場社会それ自体を観

察するとき，市場社会としての市民社会は安定

的な調和的・平和的時代をほとんど経験するこ

とはなかったのである。

なぜそうなのかについては相異なる理論モデ

ルに基づいて種々に語られているが，最大公約

数的に述べれば，次のようになるであろう。第

1に，最も市場社会が予定調和的に構成されて

いることを彊い上げたモデルを創造した新古典

派経済学者にしても，先に述べたようにモデル

を構成する要件なり前提 (assumption)が現実

には存在しない場合があることは否定しない。

なぜならば，そのような市場モデルでは， (1) 

市場社会を構成する消費者や生産者などの経済

主体がいかなる共同体的価値からも絶対的に独

立して存在し，所与の経済合理性，たとえば消

費者であれば効用を，生産者であれば利潤を最

大化するような合理性を不断に追求し， (2)経

済主体は市場価格に対しては価格受容者

(price-taker)であるほどに無差別に小さな存

在であって，労働や資本などの移動には一切障

害はなく，価格を含めて公共的に情報が与えら

れている結果，完全競争が存在し， (3)もちろ

ん市場は完全で普遍的であって外部経済や公共

財は存在せず，凡ての財やサービスには所有権

が存在し，同時に価格が与えられるとし， (4) 

市場が均衡をもたらしうるように凸環境が技術

や曙好には与えられていて，収穫逓増などはあ

りえないとされているのである。これらの諸前

提は，数学を利用した理論的定式化を助けはす

るが，現実にはありえない。その結果，モデル

では想定しがたい「市場の失敗Jが，正確には
「市場モデ、ルの失敗」が現実世界では生じる。市

場は町衡点にとどまりはしないし，また均衡か

ら離れたときの復元力をもたないのである。

第2に，歴史的構造に関する問題が存在する。

経済学の理論モデルは，サミュエノレソンのそれ

にせよマルクスのそれにせよ一個の経験科学的

なモデル，つまり時間経過とともに繰り返し反

復されうる普遍的現象を概念的に抽象化して扱

うものとなっている。それは，価格，賃金，利

子など経済現象が繰り返し大量に反復されるこ

とを反映している。経済学が他の諸社会科学と

異なっていち早く自然科学 (science)と同じよ

うな意味で科学的 (scientific)な学問として社

会哲学，道徳哲学，政治学から独立しえた根拠

もここにある。経済学者たちは，彼らが直面し

た時代の支配的な事実を「様式化された事実」

として理論モデルに組み込み，その分析を通じ

てその時代の社会に影響を与えてきたのであっ

た。だが，このことは，他面では経済学が，殊

にその理論モデノレが歴史的な，つまり反復され

えないような不可逆の構造的な変化に対して特

有の弱点をもっていることをも意味している。

何故なら，経験科学的な理論モデルは，歴史的

には変化しうる構造的な諸要因をモデ、ルの前提

なり外生変数，あるいは固定係数の形で凝固さ

せて組み込まざるをえないからである。たとえ

ば，リカードウやマルクスの労働価値説は，生

産力の変化が社会的に，しかも弾力的に生じう

る生産部門である産業(industry)を対象にして

おり，それゆえに社会的な供給は一定の生産力

水準を表す費用に基づいて弾力的になされると

前提したモデルから帰結したものであり，また

かれらの所得分配論は，賃金率が「生存費賃金」

などに見られるように一定水準に固定された実

質賃金を意味していると前提されたモデルに基

づいていたのである。また，サミュエノレソンの

『経済分析の基礎』やその他の新古典派のモデ

ルが実に厳しい前提を含んでいたことは，前に

指摘したことから明らかであろう。言い換えれ

ば，歴史的変化の問題を回避して経済学の理論

モデルは成立している，とも言えるのである。

ここから，経済学には，自ずと「歴史的諸問

題をいかに取り扱うべきか」という課題が負わ

される。だが，これまで述べたようなモデルに

基礎を置く経済学が不可逆な歴史を取り扱うに
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あたって多くの困難を抱えざるをえないことが

明らかであろう。この問題に新しい光を投げか

けているのはパシネッティである。彼は，一方

で，動学(dynamics，自然科学で言う力学系，

あるいは動力学系)モデルをもって，産業構造

が歴史的に変化してゆく「自然経済」のモデル化

に端緒をつけつつ82) 他方で，自然経済に対応す

る歴史的な選択問題である「制度問題」をモデル

から切り離し，かつ「制度問題Jは「自然経済」と
は異なって唯一の(一意の)解しかもっという

ものではないことを明らかにしている83)。これ

は経済学の理論モデルへの深い洞察に基づいて

いる。だが，それでトも制度学派からみればパシ

ネッティのモデルには歴史的諸要素が含まれて

いるということになろう。たとえば，賃金労働

者の存在し，彼らが自由に生産諸部門聞を移動

するといった「産業社会」に「自然」の諸特徴がモ

デルには組み込まれているからである。「制度」

を文化，慣習まで広く含んでト理解する制度学派

から見れば，パシネッティでさえ余りに理論的

ということになるのかも知れない84)。しかし，こ

のことから理解しうるのは，経済学者が自己の

モデJレの歴史的性格をよく認識すればするほ

ど，歴史的変化に対して禁欲的となることであ

る。だから，厳密に理論的に定式しうる範囲を

越えた歴史的予言が理論モデルから引き出され

たりすると，マルクスの『資本論Jのように，

「科学的に厳密で、ない」と批判されることにも

なるのである。別に，これは保守的経済学者の

社会主義嫌いやマルクス嫌いからでたのではな

82) I端緒jというのは， Pasinetti (1993)のモデルは，発
展する「自然経済jの均衡条件の分析に焦点があてら

れている，ということに基づいている。均衡からは

ずれた場合に見られる真に動学的過程については，

カオスや複雑系の研究がやがて道を聞くことになろ

う。

83) Pasinetti (1981，1993) . 

84)制度学派が，理論経済学に対する批判を行うこと自

体はよいとしても，歴史性のみを強調してゆくとき

に経済社会についての理論的定式化を有効になしえ

ないことも忘れてはならない。それ故に，制度学派

の知的財産が一般性を獲得しえないでいるからであ

る。

い。現に，科学的であろうとした経済学者たち

はもっぱら静学的な分析の面ではマルクスを評

価してきたからである。経済学者はへーゲルの

歴史哲学のような「大理論」が嫌いなのである。

経済学の特性に少し踏み込みすぎたが，この

ことから，経済理論が示す社会の安定性や調和

性がよしんばある時代の社会の特質を組み込ん

だものであったとしても，理論はアインシュタ

イン的な時間変化あるいは歴史的な時間変化に

耐えられないことが明らかとなる。歴史的時間

変化の中で生じる経済的変化については経済学

者の間で十分な意見の一致がない。物理学や生

物学で問題となっている「複雑系」の概念を経

済社会にも適用しようとする考え方，あるいは

進化論的な経済学の試みはまだ始まったばかり

である。だが，少なくとも以下のようなことは

言いうるであろう。市場社会に歴史的に与えら

れた自然条件，技術，晴好，文化，知的水準，

慣習，制度など種々のものが変化してゆくとき

には，モデルがパラメーター，つまり外生変数

として考えたものや種々の与件が移動し，それ

によってある歴史的状況で市場社会は安定する

傾向をもち，別の場合にはそうでないという事

態が生じるということを，である。しかも，市

場社会が市場社会として存在するために必要な

国家をはじめとする制度的枠組み自体も市場の

均衡に常に有効に作用するとは言えない。情報

の不完全さや必要な手段を市場に与える際のタ

イム・ラグなどに加えて為政者の判断の非合理

性がありうるのである。つまり「市場の失敗」

と並んで「政府の失敗」もありうる。このよう

に考えると，市場社会は歴史的に不安定になる

可能性を絶えず、もっているということになる。

そして，このような不安定性が顕現してきたと

きには，そのときの歴史的諸条件に適切に対応

するような市場社会の外からの作用が必要とな

る。言うまでもなしその際には公共財の供給

の変更や階級再編成のような国家の市場への介

入の必要が生じるのである。
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市場社会は富の総てを包括せず，公共財のよ

うな共同体(それは近代ではしばしばステイト

としての国家によって代表される)によって供

給されなければならない富が存在する。市場社

会は土地や労働といった非市場社会を通じては

じめて市場に提供されうる生産要素を基本的な

契機として含み，それらが市場に提供されるに

当たっては共同体による規制が必要となる。市

場社会は安定を予定されたものではなしした

がって市場社会の内部要因や歴史的変化に伴っ

て，共同体による市場社会の，あるいは市場社

会と非市場社会の結合した経済社会それ自体の

再編成を余儀なくされる。これらが，以上から

得られる結論である。したがって，市場社会は

決して自己完結的ではなく，市場社会が非市場

社会と結びついてはじめて経済社会自体が存在

しうること，ならびに市場社会が国家を疎外す

るとともに，無縁なり疎遠となるのではなくそ

れに相対すること，言い換えれば市場社会を中

心とする経済社会は国家を必要とすること，こ

れらが以上から明らかであろう。ところで，こ

うしたことが明確になるとともに，市民社会は

一体どこにいったのかという問いかけが生まれ

てくるに違いない。すぐれて公的な，政治的な

存在としての市民社会は，権力を集中・系列化

した国家と市場社会とに引き裂かれてしまった

のであろうか。(未完)
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